
（平成２２年８月４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 124 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 114 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 29 件

国民年金関係 10 件

厚生年金関係 19 件

年金記録確認埼玉地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

埼玉国民年金 事案 3494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年７月から 40 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間  ： ① 昭和 39 年７月から 40 年３月まで 

           ② 昭和 52 年４月から 61 年３月まで 

20 歳になってから昭和 45 年ころまで国民年金を払っていた。45 年２

月＊日に結婚をし、翌年８月末に引っ越した。それから５年ぐらいは、

子どもも生まれ夫の収入だけだったので年金を掛けることができなかっ

た。31 歳でＡ店を開業し、その後、お客の中に町内会長の奥さんだっ

たＢという人が国民年金の集金をしているとの話で、私も再び納付し始

めた。その当時のことは、Ｃ町時代も現在もＡ店に通ってくれているＤ

さんが御存じのはずである。Ｅ地に引っ越すまでの約９年間、国民年金

保険料を毎月Ｂ氏に納めていたことは本当である。その時の領収書は手

帳に貼
は

って残していたが、引っ越し等で紛失し証拠として提出できない。

今、私の年金の記録を見ると、20 歳になってからの９か月とＣ町（Ｂ

氏に納めていた約９年間）の記録が無い。１日も早く記録を訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

  １ 申立期間①については、オンライン記録の被保険者記録照会によれば、

昭和 39 年７月から 40 年３月までの国民年金保険料は未納と記録されて

いるが、Ｃ町が保管する申立人の国民年金被保険者名簿には、当該期間

は徴収済みと記録されていることが確認できる。 

 

  ２ 申立期間②について、申立人は、経営していたＡ店の客で国民年金保

険料の集金をしていたＢ氏に説得され、昭和 52 年４月ころから国民年



                      

  

金保険料を再び納めるようになり、保険料は毎月集金に来ていた同氏に

納付していたと申し立てているが、Ｂ氏は、「私が受け持った地区に、

Ａ店を経営している申立人が住んでいたことは知っていたが、国民年金

保険料を徴収したかについては記憶が無い。」と供述している上、Ｃ町

役場では、「記録によると、当時、国民年金保険料の納付は３か月単位

であり、毎月納付になったのは 57 年４月ころからとされている。」と

しており、申立人の記憶には齟齬
そ ご

がみられる。 

    また、Ｃ町の国民年金被保険者名簿によると、申立人は、Ｃ町に転居

した後の昭和 46 年 12 月 28 日付けで任意加入被保険者資格の喪失をし

ており（同名簿の資格喪失年月日欄には、任意加入被保険者資格の喪失

日は 46 年 12 月 28 日と記録されているが、収納記録欄には、同年 10 月

及び同年 11 月の保険料を同年 12 月 28 日に収納した記録が確認できる

ことから、実際の資格喪失日は、オンライン記録どおりの同年 12 月 29

日であったと推認される。）、それ以後、基礎年金制度発足の 61 年４

月１日まで国民年金には加入していなかったことが確認できる。 

    さらに、申立期間②は 108 か月と長期間である。 

    加えて、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 39 年７月から 40 年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3496 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 59 年１月から同年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年３月から 54 年９月まで 

             ② 昭和 59 年１月から同年３月まで 

    国民年金の加入手続の記憶は定かではないが、国民年金保険料は、郵

便で用紙が送られてきたので住まいの近くの銀行や郵便局へ行き、私や

元夫が夫婦二人分を一緒に納めていたことを覚えている。申立期間につ

いて、未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、当時一緒に国民年金保険料を納付したとする申

立人の元夫は納付済みである上、申立人の申立期間②の前後の期間の保

険料は納付済みであり、３か月と短期間である申立期間②の保険料を納

付できない特段の事情も見当たらない。 

 

２ 一方、申立期間①について、申立人は、その元夫と結婚したころから

国民年金保険料を納め始めたとしているが、国民年金の加入手続の時期、

場所等についての記憶が曖昧
あいまい

である。 

  また、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付状況について、

申立人の元夫から具体的な証言を得ることができなかった上、元夫は申

立期間①について未納である。 

  さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 56 年 12 月ころにそ

の元夫と連番で払い出されており、払出時点では申立期間①の保険料は

時効により納付できず、申立期間①当時に別の国民年金手帳記号番号が

払い出された形跡もうかがわれない上、申立人が、申立期間①の保険料



                      

  

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、

ほかに申立期間①の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

 

  ３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 59 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していた

ものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3499 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年 10 月から６年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年 10 月から６年３月まで 

    私は、平成６年 10 月の結婚を契機に主人の第３号被保険者として国

民年金に加入することになり、夫から国民年金の証明が必要と言われた

ので、Ａ市役所で国民年金の加入手続をした時に 20 歳からの国民年金

保険料の納付を希望したところ、２年間分の保険料しかさかのぼって納

付できないと言われ、２年間分の保険料をまとめて納付した。申立期間

が未納となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その夫から第３号被保険者となる手続に国民年金の証明がい

ると言われ、市役所で国民年金の加入手続をし、20 歳からの国民年金保

険料の納付を申し出ると、時効の関係でさかのぼって納付できるのは２年

と言われたので２年間分の国民年金保険料をまとめて納付したと主張して

いるところ、申立人の国民年金手帳記号番号は平成６年 11 月に払い出さ

れており、当該時点で申立期間の保険料は過年度納付が可能な期間である

上、Ａ市では、過年度納付書を発行していたとしている。 

   また、申立人の国民年金保険料について、申立期間以降に未納は無く、

申立期間も 18 か月間と比較的短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3500 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成３年 11 月から４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 11 月から４年３月まで 

    私は、平成４年３月下旬ころ、Ａ社会保険事務所（当時）から国民年

金保険料免除申請承認通知書が郵送されたのをきっかけに、両親に相

談し、会社に入社する前に加入手続をし、ゴールデンウィーク中の平

日にＢ町役場（現在は、Ｃ市役所）で免除期間の追納及び被保険者の

種別変更を相談し、役場内にあったＤ銀行で免除期間の国民年金保険

料を納付した。申立期間が免除期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、平成４年４月末から同

年５月までにかけてのゴールデンウィークの狭間となっている平日に、免

除期間の保険料約５万円を納付したと主張しているところ、実際の保険料

は、４万 5,000 円（9,000 円×５月）で、申立人が主張する額におおむね

一致する。 

   また、申立人は、国民年金の加入手続について、国民年金保険料免除申

請承認通知書が郵送され、会社に入社した平成４年４月以前に手続に行っ

たと主張しているところ、申立人の国民年金手帳記号番号が４年２月に払

い出されており、申立人が会社に入社する前とした時期と一致することか

ら、申立人の主張に信 憑
ぴょう

性が認められる。 

さらに、申立人は、国民年金保険料の免除申請をした記憶は無いとして

いる上、オンライン記録では、平成３年 12 月 27 日に保険料の免除申請を

していることになっており、国民年金の加入手続以前に免除申請を行って

いることになっているなど、記録管理に不合理な点が見られる。 



                      

  

   加えて、申立期間は５か月間と短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3501 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 46 年４月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から 48 年３月まで 

    私は、昭和 46 年４月に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した後の

48 年９月ころ、Ａ市役所Ｂ支所で国民年金の加入手続をした際、２年

間の空白期間の国民年金保険料を納付すれば任意加入の資格を得ると言

われ、同支所で２年間分の保険料を納付した。加入手続をした時に交付

を受けた国民年金手帳の資格取得日は 46 年４月１日となっていたが、

Ｃ市（現在は、Ｄ市）で 48 年４月１日に修正された。申立期間が未納

となっていることに納得できない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、会社を退職した後の昭和 48 年９月ころ、Ａ市役所で国民年

金の加入手続をした時に、２年間の空白期間の国民年金保険料を納付すれ

ば任意加入の資格を得ることができると言われ、２年間分の保険料を納付

したと主張しているところ、申立人の国民年金の資格取得日について、国

民年金に加入した時点を任意加入の資格取得日とすべきであるが、申立人

が所持しているＥ県が交付した国民年金手帳では、厚生年金保険の被保険

者資格を喪失した日である 46 年４月１日を任意加入の資格取得日として

いるなど、行政機関側の事務処理に瑕疵
か し

がみられ、加入手続時点では、46

年４月１日を任意加入被保険者の資格取得日として事務処理をしたものと

推認できる。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料について、約１万円を納付

したと主張しているところ、実際の保険料は、申立人が主張する保険料額

におおむね一致する。 



                      

  

   さらに、申立人の国民年金保険料について、申立期間以外に未納は無く、

申立期間も 24 か月間と比較的短期間である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 

   



                      

  

埼玉国民年金 事案 3503 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年４月から同年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51 年４月から同年６月まで  

昭和 51 年１月にＡ町（現在は、Ｂ市）からＣ市へ引っ越したので市

役所で転入届と国民年金の住所変更手続をした。その後送られて来た納

付書で同年１月から同年３月までの保険料をＣ市役所内のＤ銀行で納付

した。同年４月から同年６月までについても同年６月ころに市役所で納

付したと思う。 

昭和 51 年９月にＡ町に転入した時、国民年金の住所変更をしたが、

送られて来た納付書の第１期分には「納付不要」との印が押されていた

ので、１期分はＣ市で納付したからだと理解していた。 

納付したはずの申立期間が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、20 歳から 60 歳到達まで申立期間を除き国民年金保険料を納

付しており納付意識は高かったと考えられる。 

また、申立期間の国民年金保険料を昭和 51 年６月ころＣ市役所内のＤ

銀行で納付したとしているところ、申立期間直前の 51 年１月から同年３

月までが同年３月４日にＤ銀行で納付されていることが申立人の所持する

領収証書により確認でき、申立人の納付意識の高さを踏まえると３か月と

短期間である申立期間の保険料を納付していたと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3504 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和59年９月から60年３月までの期間及び61年４月から同年５

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められ

ることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 39 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 59 年９月から 60 年３月まで 

             ② 昭和 61 年４月から同年５月まで 

    申立期間①について、20 歳（昭和 59 年＊月）から国民年金に入って

いると父親から聞いて、アルバイト代から国民年金の保険料を父親に預

け納付してもらっていた。 

申立期間②について、昭和 61 年３月に専門学校を卒業し同年４月か

らアルバイトをしており、申立期間①と同様に保険料を父親に預け納付

してもらっていた。 

国民年金に係る手続及び保険料納付は父親がしており、厳しかった父

親が納付を忘れるはずがなく、申立期間①が未納となっていること、及

び申立期間②が未加入期間となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、20歳から国民年金に入っているとそ

の父親から聞いて、アルバイト代から国民年金の保険料を父親に預け納

付してもらっていたとしているところ、申立人の国民年金手帳記号番号

は昭和60年６月に払い出されており、その時点では、申立期間①の国民

年金保険料は過年度保険料として納付することができる期間である。 

また、申立人の父親は、厚生年金保険を脱退した昭和60年４月以降、

国民年金保険料の未納が無いことから、納付意識は高かったものと認め

られる。 

さらに、申立人が、７か月と短期間である申立期間①の国民年金保険

料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 



                      

  

 

２ 申立期間②について、申立人は、昭和61年３月に専門学校を卒業し同

年４月からアルバイトをしており、申立期間①と同様に保険料をその父

親に預け納付してもらっていたとしているところ、国民年金被保険者名

簿には「喪失61年４月１日」及び「届出61年４月３日」とある。これに

ついて、申立人は、申立期間②当時、夜間にアルバイトをしており、そ

の会社から社会保険の適用になるということを聞いた記憶は無いとして

おり、また、申立人の国民年金に係る手続及び保険料納付をしていたと

する他界したその父親から、国民年金被保険者の資格喪失届出をしたこ

とを聞いた記憶も無いとしている上、オンライン記録では申立期間②に

おける厚生年金保険への加入記録が確認できず、申立人に別の厚生年金

保険手帳記号番号が払い出された形跡も見当たらないことから、61年４

月１日に国民年金の被保険者資格を喪失した理由が不明である。 

さらに、申立期間②の直前及び直後の期間は納付済みである上、申立

人の国民年金に係る手続及び保険料納付をしていたとするその父親は、

申立期間②を含め国民年金保険料の未納が無いことから、納付意識は高

かったものと認められる。 

加えて、申立人が、２か月と短期間である申立期間②の国民年金保険

料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国

民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3505 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成 11 年９月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが

必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年９月から 12 年２月まで 

    申立期間の国民年金保険料は、平成 11 年３月 25 日に会社を退職した

後、支払通知書により定期的に郵便局で納付した。申立期間の保険料が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、平成 11 年３月 25 日に

会社を退職した後、支払通知書により定期的に郵便局で納付したと主張し

ている。オンライン記録によれば、申立期間のうち、11 年９月の保険料

が無資格期間納付として同年 12 月 21 日に還付決議がなされているが、申

立人は、当該月は国民年金の強制加入被保険者であり、オンライン記録を

前提としても還付に該当する事由は認められず、事実と異なる資格喪失手

続により還付手続が行われたことが認められることから、当該月の国民年

金保険料は納付されていたものと考えられる。 

一方、申立期間のうち、平成 11 年 10 月から 12 年２月までの期間につ

いては、オンライン記録上無資格期間とされており、また、11 年 10 月か

ら 12 年２月までの国民年金保険料を納付したことを示す関連資料（家計

簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成 11 年９月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

    



                      

  

埼玉国民年金 事案 3510 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 43 年 10 月から 44 年３月までの国民

年金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記

録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年 10 月から 44 年３月まで 

             ② 昭和 46 年４月から 48 年９月まで 

    私の父は、私が 10 歳の時他界し、母は小さなＡ店を経営しながら私

たち弟妹４人を養ってくれていた。申立期間①については、20 歳(昭和

43 年＊月)当初ころの私の国民年金保険料は、収入が少ないながら母が

納付していたと聞いている。また、私は結婚するまで家事手伝いをし

ており働いたことはなく、申立期間②については、母が免除申請をし

ていてくれていたはずである。申立期間の保険料が未納となっている

ことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、申立人が 20 歳当初のころはその母

が国民年金の保険料を納付していたとしているところ、申立人が所持し

ている国民年金手帳の発行日の記載から昭和 44 年３月 20 日に国民年金

手帳が交付されていることが確認でき、また、申立人の国民年金保険料

を納付したとするその母は国民年金保険料の未納は無く、納付意識が高

かったことがうかがわれる。 

また、申立人の国民年金手帳の交付時点では、申立期間①の国民年金

保険料については現年度納付が可能な期間であり、６か月と短期間であ

る申立期間①の保険料を納付できなかった特段の事情は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、その母が国民年金保険料の免除申請

をしてくれていたと申し立てているが、申立人は国民年金の免除手続に



                      

  

関与しておらず、免除手続をしたとするその母は既に他界しており、免

除手続の状況等が不明である。 

また、申立人が免除申請を行ったことを確認できる資料は無く、ほか

に免除の承認を受けたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のう

ち、昭和 43 年 10 月から 44 年３月までの国民年金保険料を納付してい

たものと認められる。 



                      

  

埼玉国民年金 事案 3512 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 53 年５月から 54 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 53 年５月から 54 年３月まで 

    私の国民年金については、母が姉弟分とともに加入手続を行い、国民

年金保険料も 20 歳から納付していたと母から聞いた。実家は自営業を

しており経済的に恵まれていたので、申立期間の保険料が未納になって

いることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母が、姉弟分とともに申立人の国民年金の加入手続を行

い、保険料もその母が納付したとしているところ、申立人の国民年金手帳

記号番号は、当該記号番号前後の被保険者の資格取得時期から、昭和 55

年４月ころ払い出されたことが推認でき、その時点からすると、申立期間

は保険料の納付が可能な期間である。 

   また、申立人の母が申立人と同時に国民年金の加入手続をし保険料を納

付したとするその姉弟の保険料は、いずれも 20 歳到達時から納付済みと

なっている上、申立人の母親が 11 か月と短期間である申立期間の国民年

金保険料を納付できなかったとする特別な事情は見当たらない。 

さらに、申立人は、申立期間以外は未納が無く、また、申立人の国民年

金保険料を納付したとするその母も保険料の未納は無く、共に保険料の納

付意識は高いと認められる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3837 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ会Ｂ支部における厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和

21 年６月 30 日、被保険者資格喪失日は 23 年１月 31 日であると認められ

ることから、厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を

訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 21 年６月から同年９

月までの期間は 90 円、同年 10 月から 22 年５月までの期間は 180 円、同

年６月から同年 12 月までの期間は 500 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 大正 11 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 21 年６年 30 日から 25 年４月１日まで 

    申立期間は、Ａ会Ｂ支部のＣ施設にＤとして勤務し、給与から厚生年

金保険料が控除されていたと思うので、厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が所持するＡ会の昭和 21 年６月 30 日付けの辞令及びＥの人事

記録により、申立人が同日からＡ会に勤務していたことが確認できる。 

また、申立期間のうち、昭和 21 年６月 30 日から 23 年１月 31 日まで

の期間について、Ａ会Ｂ支部に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

及び申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、申立人と

同姓同名で生年月日も同じ者の被保険者記録が認められ、同記録による

と、同支部に係る被保険者資格取得日は 21 年６月 30 日、資格喪失日は

23 年１月 31 日であることが確認できる。 

さらに、当時、申立人と一緒にＡ会Ｂ支部に勤務したとする（Ａ会Ｂ

支部における被保険者記録有り）申立人の妻は、同支部に申立人と同姓

同名の者はいなかったとしている上、当該被保険者記録は 65 歳に到達

しているにもかかわらず、基礎年金番号に統合されていないことを踏ま

えると、当該未統合となっている被保険者記録は申立人に係るものであ



                      

  

ると認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立事業所の事業主は、申立人が昭和

21 年６月 30 日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、23 年１月 31

日に喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認めら

れる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、Ａ会Ｂ支部に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿及び申立人の厚生年金保険被保険者台帳

（旧台帳）の記録から、昭和 21 年６月から同年９月までの期間は 90 円、

同年 10 月から 22 年５月までの期間は 180 円、同年６月から同年 12 月

までの期間は 500 円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 23 年１月 31 日から 25 年４月１日までの期間

について、適用事業所名簿によれば、Ａ会Ｂ支部は当該期間の途中の

23 年８月 14 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、Ｆ会

では、同会の前身がＡ会であったとしているものの、申立人の当時の勤

務実態を確認できる労働者名簿等の資料及び当時の保険料控除を確認で

きる関連資料（賃金台帳等）は無いとしている上、同僚からも当該期間

の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について供述を得られない。 

また、上記の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）には、Ａ会Ｂ支部

における被保険者資格喪失（被保険者資格喪失日は「昭和 23 年１月 31

日」と記載）の原因欄に「退職」と記載されており、同被保険者資格喪

失日より後の被保険者記録の記載は無い。 

さらに、申立人の履歴書等に勤務の記載があったＥに確認したところ、

Ｅでは、Ｅが保管する申立人の人事記録によると、昭和 23 年３月 31 日

から 25 年３月 31 日までの間、申立人は、Ｅに勤務していた（一部期間

は嘱託）としているものの、当時のＥの職員の厚生年金保険の加入状況

については不明としており、申立人の当時の給与からの保険料控除を確

認できる関連資料（賃金台帳等）も無いとしている上、オンライン記録

では、人事記録に記載されたＥの施設等の名称の適用事業所は確認でき

なかった。 

加えて、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3840 

 

第１ 委員会の結論 

   総務省関東管区行政評価局長から平成 22 年５月 19 日付け関東相第 111

号「年金記録の訂正に関するあっせんについて（通知）」で申立人に通知

した申立人の年金記録に係る苦情のあっせんについては、同あっせん後に、

申立期間のうち、18 年 12 月 15 日に係る賞与が、申立人の厚生年金保険

の被保険者期間とはならない月に支給されたことが確認されたことから、

事業主は、当該あっせんにおいて履行していないと認定された当該期間に

係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務は負っていないも

のと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18 年７月 15 日 

             ② 平成 18 年 12 月 15 日 

    株式会社Ａから平成 18 年７月 15 日に７月分賞与及び同年 12 月 15 日

に 12 月分賞与を支給され、厚生年金保険料が控除されている。しかし、

社会保険事務所（当時）には当該賞与に係る記録が無いので訂正してほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の申立期間における標準賞与額に係る記録については、事業主か

ら提出された支給控除項目一覧表から申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたこと、及び事業主は、申立期間に係る

保険料納付義務を履行していないと認められるとして、既に当委員会で決

定したあっせん案の報告に基づき、総務省関東管区行政評価局長から平成

22 年５月 19 日付け関東相第 111 号「年金記録の訂正に関するあっせんに

ついて（通知）」で申立人に通知した総務大臣の年金記録に係る苦情あっ

せん（以下「平成 22 年５月 19 日付け通知のあっせん」という。）が行わ

れている。 

   しかしながら、申立期間②について、申立人は、事業主から提出された

支給控除項目一覧表及び健康保険・厚生年金保険標準賞与額決定通知書か

ら平成 18 年 12 月 15 日に賞与が支給され、申立期間②に係る厚生年金保



                      

  

険料を事業主により賞与から控除されていたことが確認できるが、オンラ

イン記録から、申立人は、同年 12 月 23 日に当該事業所における厚生年金

保険の被保険者資格を喪失していることが確認できる。 

   また、厚生年金保険法では、第 19 条において「被保険者期間を計算す

る場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月からその資

格を喪失した月の前月までをこれに算入する。」とされており、さらに、

同法第 81 条第２項において「保険料は、被保険者期間の計算の基礎とな

る各月につき、徴収するものとする。」とされている。 

   平成 22 年５月 19 日付け通知のあっせんは、18 年 12 月が申立人の厚生

年金保険の被保険者期間とはならない月であること、及び当該月に支給さ

れた賞与については保険料の徴収の対象とはならないことについて誤認し、

当該保険料の納付義務を有するものとしてそれを履行していないと結論付

けたものであるが、上記の事実等を総合的に判断すると、事業主は、申立

期間のうち同年 12 月 15 日に係る標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務は負っていないものと認められる。 

   なお、当該賞与の支給日は申立人が被保険者資格を有していた期間内の

平成 18 年 12 月 15 日であることから、当該賞与の支給に係る記録の訂正

についての平成 22 年５月 19 日付け通知のあっせんの結論は維持されるこ

とが適当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3841 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の申立期間に係る標準報酬月額については、38 万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主が、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 11 年 10 月１日から 13 年３月１日まで 

    平成 11 年３月から 13 年３月まで継続して株式会社Ａに勤務していた

が、申立期間の標準報酬月額が 18 万円と給与と比べて低い。資料とし

て通帳のコピーを提出するので訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間の標準報酬月額については、オンライン記録では、18

万円と記録されている。  

しかしながら、申立人は、申立期間に減給はされていないと主張してお

り、株式会社Ａの社会保険担当役員は、当該期間に保険料を控除されてい

たかについて確認できる資料は無いものの、申立期間に申立人の給与を半

額にしておらず、支給した給与に見合う額で保険料を控除したと供述して

いる。 

また、オンライン記録に記載の標準報酬月額をみると、申立人が株式会

社Ａで被保険者資格を取得した平成 11 年３月から同年９月までの間は 38

万円であるのに対し、申立期間（11 年 10 月から 13 年２月までの期間）

は 18 万円と申立期間前と比べ明らかに低額である上、申立人提出の取引

明細票（11 年 12 月、12 年 10 月及び 13 年２月の３か月分）及び銀行提出

の取引明細票（12 年４月から 13 年２月までの期間）において確認できる

給与振込額は、いずれもオンライン記録の標準報酬月額（18 万円）を大

きく上回っていることが確認できる。 

さらに、オンライン記録における同僚の標準報酬月額は、平成 11 年４

月から同年９月まで 26 万円と記録されていたところ、申立人と同じ同年



                      

  

10 月から 13 万 4,000 円と約半分に減額されているが、当該同僚が所持す

る給与明細書では、減額される前の給与明細書（11 年４月から同年９月

までの６か月分）で控除されている保険料に見合う標準報酬月額と減額後

の給与明細書（11 年 10 月から 12 年３月までの期間のうち、11 年 11 月及

び 12 年２月を除く４か月分）で控除されている保険料に見合う標準報酬

月額は同額であり、減額される前の期間（11 年４月から同年９月までの

期間）の 26 万円の標準報酬月額に見合うものであることが確認できる。 

加えて、上記同僚の給与明細書と、申立人の振込額を基に申立人の報酬

月額を推計したところ、振込額の確認できる期間（平成 11 年 12 月及び

12 年４月から 13 年２月までの期間）は、11 年９月までの標準報酬月額

（38 万円）とほぼ同額になっている。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間において、その主張

する標準報酬月額（38 万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたと認められる。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、当該事業所は申立てに係る関連資料が保存されておらず不明と

しており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこ

とから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）

に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情も見

当たらないことから、行ったとは認められない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3842 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資

格喪失日に係る記録を平成８年３月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額に係る記録を 30 万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住    所 ： 

              

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年２月 29 日から同年３月１日まで 

厚生年金保険料は継続して控除されていたにもかかわらず、Ａ株式会

社Ｂ工場からＣ株式会社に転勤した際の申立期間の厚生年金保険被保険

者記録が無く納得できない。申立期間を被保険者期間として認めてほし

い。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   事業主提出の在籍証明書、雇用保険の加入記録等から判断すると、申立

人は、申立期間前後を含めてＡ株式会社及び関連会社のＣ株式会社に継続

して勤務し（平成８年３月１日にＡ株式会社Ｂ工場からＣ株式会社に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ株式会社Ｂ

工場のＤ基金加入員台帳及び健康保険組合の証明書における平成８年２月

の記録並びに同年１月のオンライン記録から 30 万円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、Ａ株式会社では、申立人の資格喪失日を平成８年３月

１日とすべきところを、誤って同年２月 29 日として届出を行い、納付も

していないと考えるとしていること、Ｄ基金では、加入員の転勤の場合、

資格喪失日と取得日を確認して日付が一致しないときは訂正するとしてい

ること、及び事業主が資格喪失日を８年３月１日と届け出たにもかかわら



                      

  

ず、社会保険事務所（当時）がこれを誤って同年２月 29 日と記録すると

は考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年２月の厚生年金保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、そ

の後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を

含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3845 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ組合における資格取得日

に係る記録を昭和 35 年８月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額に

係る記録を 6,000 円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間②に係るＡ組合における厚生年金保険被保険者

資格喪失日に係る記録を昭和 35 年 10 月１日に訂正することが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 35 年８月１日から同年９月１日まで 

             ② 昭和 35 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

Ａ組合には昭和 35 年３月下旬から同年９月末日まで勤務しており、

同年８月及び同年９月の厚生年金保険料が控除されていたのに、厚生年

金保険の加入記録は 35 年９月１日資格取得、同年９月 30 日資格喪失と

なっている。給与明細書を提出するので、申立期間において被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が提出したＡ組合の給与明細書により、

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ組合におけ

る給与明細書の保険料控除額及び支給額から判断すると、6,000 円とす

ることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ組合は既に適用事業所ではなくなっており、確認できる関連資料が無

く、事業主も所在不明により供述が得られず、ほかに確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 



                      

  

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、

事業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事

務所(当時)に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資

料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

２ 申立期間②については、申立人が提出した昭和 35 年 10 月の給与明細

書に記載されている支給額及び複数の同僚の供述から判断すると、申立

人は、Ａ組合において同年９月 30 日まで勤務していたことが認められ

ることから、申立人の同事業所における厚生年金保険被保険者資格喪失

日は同年 10 月１日であると認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3855 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、事業主は、申立人が主張する昭和25年12月１日に

厚生年金保険被保険者資格を申立人が喪失した旨の届出を社会保険事務所

（当時）に対し行ったことが認められることから、申立人の厚生年金保険

被保険者資格の喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、昭和25年８月から同年11

月までは5,000円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和３年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 25 年８月１日から同年 12 月１日まで 

② 昭和 27 年８月９日から 34 年１月 11 日まで 

    平成 20 年ころ、老齢厚生年金の支給額が少ないので社会保険事務所

で調べたところ、Ａ株式会社の被保険者期間は脱退手当金が支給されて

いると告げられた。退職の際、金銭は受領したが、脱退手当金としては

受け取った覚えがないので、申立期間②の年金記録を訂正してほしい。

また、Ｂ株式会社には、半年以上は勤務したのに、被保険者期間が３か

月しか無いので、申立期間①の年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）によると、Ｂ株式会社

での厚生年金保険被保険者記号番号は＊、被保険者期間は昭和 25 年５

月１日から同年８月１日までと確認できるところ、申立期間①について、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に、申立人と同一の厚生

年金保険台帳記号番号で、25 年５月１日資格取得、同年 12 月１日資格

喪失、生年月日が申立人とは７日違いの同姓同名の被保険者記録が確認

できる。 

また、申立人の同僚の一人は、申立人が申立期間①は申立事業所に勤

務していたと供述している上、当該被保険者記録は、申立期間①とほぼ

一致しており、65 歳に到達しているにもかかわらず、基礎年金番号に

統合されていないことを踏まえると、当該未統合となっている厚生年金

保険被保険者記録は、申立人の被保険者記録であると認められる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 25 年５月１日に被保険

者資格を取得した旨の届出及び同年 12 月１日に被保険者資格を喪失し

た旨の届出を事業主が社会保険事務所に対して行ったことが認められる。 

なお、申立期間①の標準報酬月額については、当該事業所に係る事業

所別被保険者名簿における当該未統合記録から、昭和 25 年８月から同

年 11 月までは、5,000 円とすることが妥当である。 

 

２ 申立人は、申立期間②について脱退手当金を受け取っていないと主張

しているところ、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の備考欄

には脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が記されてい

る上、申立期間②の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、Ａ株式

会社に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日の約１か月後の昭和 34 年

２月６日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

また、当該事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載されて

いる女性のうち、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日の前後２年

以内に資格喪失した者 15 人には全員に脱退手当金の受給資格があり、

全員について支給記録を調査したところ、８人に脱退手当金の支給記録

が確認できることから、事業主による代理請求がなされた可能性が高い

ものと考えられる。 

さらに、申立人は、金銭は受け取ったが、脱退手当金としては受けた

覚えが無いとしているが、申立人は、結婚退職後は、再就職する予定は

無かったと供述していること、及び通算年金制度創設前であること等周

辺事情を考え合わせると、当該事業所は申立人に対して脱退手当金を支

給したと考えるのが自然である。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、

申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできな

い。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3856 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

46万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を46万5,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

46 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3857 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

59万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を59万5,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 39 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

59 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3858 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

24万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を24万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

24 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3859 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

39万2,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を39万2,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

39 万 2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3860 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

24万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を24万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

24 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3861 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

32万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を32万5,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

32 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3862 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

７万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を７万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

７万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3863 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

27万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を27万5,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

27 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3864 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

19万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を19万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

19 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3865 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

13万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を13万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

13 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3866 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

23万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を23万5,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

23 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3867 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

35万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を35万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

35 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3868 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

23万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を23万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

23 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3869 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

28万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を28万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

28 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3870 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

18万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を18万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

18 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3871 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

15万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を15万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

15 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3872 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

35万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を35万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

35 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3873 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

12万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を12万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

12 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3874 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

33万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を33万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

33 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3875 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

32万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を32万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

32 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3876 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

38万4,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を38万4,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

38 万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3877 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

29万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を29万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

29 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3878 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

20万6,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を20万6,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

20 万 6,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3879 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

28万6,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を28万6,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

28 万 6,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3880 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

19万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を19万5,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

19 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3881 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

17万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を17万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

17 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3882 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

10万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を10万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3883 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

16万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を16万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

16 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3884 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

10万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を10万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3885 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

31万8,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を31万8,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

31 万 8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3886 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

19万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を19万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

19 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3887 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

14万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を14万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

14 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3888 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を３万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3889 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

12万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を12万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

12 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3890 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

19万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を19万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

19 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3891 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

11万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を11万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

11 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3892 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

13万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を13万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

13 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3893 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

29万7,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を29万7,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 41 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

29 万 7,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3894 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

10万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を10万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3895 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

12万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を12万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

12 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3896 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

19万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を19万5,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

19 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3897 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

29万4,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を29万4,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

29 万 4,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3898 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

５万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を５万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 44 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

５万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3899 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

18万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を18万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 58 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

18 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3900 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

10万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を10万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3901 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

29万7,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を29万7,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

29 万 7,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3902 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

22万6,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を22万6,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

22 万 6,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3903 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

17万5,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を17万5,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

17 万 5,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3904 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

23万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を23万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住        所  ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

23 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3905 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

32万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を32万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

32 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3906 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

21万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を21万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

21 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3907 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

18万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を18万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

18 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3908 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

21万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を21万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

21 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3909 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

18万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を18万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

18 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3910 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

26万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を26万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51 年生 

住        所 ：  

 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

26 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3911 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

20万6,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を20万6,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

20 万 6,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3912 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

12万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を12万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

12 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3913 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

18万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を18万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

18 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3914 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

17万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を17万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

17 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3915 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

12万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を12万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

12 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3916 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

13万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を13万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

13 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3917 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

17万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を17万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

17 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3918 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

19万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を19万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

19 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3919 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

12万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を12万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

12 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3920 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

19万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を19万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

19 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3921 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

18万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を18万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

18 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3922 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

10万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を10万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 59 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3923 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

15万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を15万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

15 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3924 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

10万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を10万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3925 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

７万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を７万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

７万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3926 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

13万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を13万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

13 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3927 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

10万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を10万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3928 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

10万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を10万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3929 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

５万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を５万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

５万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3930 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を８万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3931 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

35万2,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を35万2,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 45 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

35 万 2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3932 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

10万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を10万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3933 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を３万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3934 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

６万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を６万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

６万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3935 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

５万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を５万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

５万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3936 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

６万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を６万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

６万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3937 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を８万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3938 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

10万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を10万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

10 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3939 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

17万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を17万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

17 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3940 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

50万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を50万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

50 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3941 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を８万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

８万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3942 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

１万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を１万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

１万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3943 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

15万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を15万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 56 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

15 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3944 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

40万1,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を40万1,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

40 万 1,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3945 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

26万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を26万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

26 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3946 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

７万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を７万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

７万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3947 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

25万2,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を25万2,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

25 万 2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3948 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保

険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の

申立期間に係る標準賞与額の記録を３万円に訂正することが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

３万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3949 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第75条

本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録

とされているが、申立人は、平成17年12月14日に支給された賞与において、

35万2,000円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与か

ら控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間に係る標準賞与額の記録を35万2,000円に訂正することが

必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住        所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17 年 12 月 14 日 

    社会保険庁（当時）の記録には平成 17 年 12 月支給賞与の記録が無い。 

標準賞与額に基づく厚生年金保険料が賞与から控除されているにもか

かわらず、勤務先のＡ院が社会保険事務所（当時）に対し届出を行って

いなかったとのことなので、確認して、平成 17 年 12 月支給の賞与の記

録を認めてほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の母が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ院が提出した賞与支給控除一覧表から、申立人は、申立期間において、

35 万 2,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間当時に事務手続を誤ったとして訂正の届出を行っている上、事業



                      

  

主は履行していないことを認めていることから、社会保険事務所は、申立

人に係る申立期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3952 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ株式会社における被保険者記録は、資格取得日が平成 13 年

７月２日、資格喪失日が 14 年２月１日とされ、当該期間のうち、同年１

月 31 日から同年２月１日までの期間は、厚生年金保険法第 75 条本文の規

定により、年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録

されているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

申立人の当該事業所における資格喪失日を同年２月１日とし、申立期間の

標準報酬月額に係る記録を 15 万円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間  ： 平成 14 年１月 31 日から同年２月１日まで 

  Ａ株式会社に平成 14 年１月 31 日まで勤務していたが、資格喪失日が

同年１月 31 日付けで届出されていたことから、同年１月分の年金記録

が無いが、既に資格喪失日は同年２月１日に訂正されたので、同年１月

分の記録を私の年金記録に反映してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   Ａ株式会社は「申立期間の保険料を控除したことを示す資料は残ってい

ないが、保険料は当月控除しているので申立期間の保険料も控除している

と思う。」と説明しており、かつ、申立人の当該事業所における雇用保険

の離職日は平成 14 年１月 31 日となっている上、申立人と同様に当該事業

所に勤務し月の末日に資格喪失している同僚は、当該月の給与支給明細書

から当該月の厚生年金保険料が控除されていることから判断すると、申立

人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 



                      

  

また、申立期間の標準報酬月額については、平成 13 年 12 月のオンライ

ン記録から 15 万円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が

申立期間の届出を行ったことを認めていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る申立期間の標準報酬月額に基づく保険料について納

入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3953 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社Ｂ工場における資格取得日は昭和 48 年３月 26 日、

資格喪失日は 52 年３月 23 日であると認められることから、厚生年金保険

被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、昭和 48 年３月から同年７

月までの期間は３万 6,000 円、同年８月から 49 年７月までの期間は４万

2,000 円、同年８月から 51 年８月までの期間は６万円、同年９月から 52

年２月までの期間は６万 8,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 48 年３月から 52 年３月まで 

    私は、申立期間においてＡ株式会社Ｂ工場に勤務していたが厚生年金

保険の被保険者記録が無い。調査の上、申立期間について、厚生年金

保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社Ｂ工場に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、

申立人の生年月日（昭和 33 年＊月＊日）と月日において１字異なる同年

＊月＊日であるものの、申立人の旧姓（Ｃ）と同姓同名の未統合の被保険

者記録（48 年３月 26 日資格取得、52 年３月 23 日資格喪失）が確認でき

る。 

また、当該被保険者記録は、申立期間と一致している上、申立期間にお

いて厚生年金保険の被保険者記録が確認できる同僚は、申立人は、申立期

間において正社員として勤務していたと供述していることを踏まえると、

当該未統合記録は申立人の被保険者記録であると認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 48 年３月 26 日に被保険者

資格を取得した旨の届出及び 52 年３月 23 日に被保険者資格を喪失した旨

の届出を事業主が社会保険事務所（当時）に行ったことが認められる。 

なお、申立期間に係る標準報酬月額については、当該原票の未統合の厚



                      

  

生年金保険被保険者記録から、昭和 48 年３月から同年７月までの期間は

３万 6,000 円、同年８月から 49 年７月までの期間は４万 2,000 円、同年

８月から 51 年８月までの期間は６万円、同年９月から 52 年２月までの期

間は６万 8,000 円とすることが妥当である。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3954 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）Ｃ

支店における資格取得日に係る記録を昭和 48 年５月 18 日に訂正し、申立

期間の標準報酬月額に係る記録を６万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 48 年５月 18 日から同年６月１日まで 

 昭和 48 年４月２日からＡ株式会社に継続勤務し、同年５月 18 日に同

社本社から同社Ｃ支店に転勤した。同社Ｃ支店での資格取得日は同年６

月１日ではなく、同年５月 18 日であるので、申立期間について厚生年

金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社の申立人に係る人事記録、雇用保険の記録並びにＤ会及びＥ

組合から提出のあった資料から判断すると、申立人がＡ株式会社に継続し

て勤務し（昭和 48 年５月 18 日にＡ株式会社本社から同社Ｃ支店に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ支店

における昭和 48 年６月のオンライン記録から６万 4,000 円とすることが

妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び

周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3955 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社における資格喪

失日に係る記録を平成５年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

20 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ：  昭和 43 年生 

住    所 ： 

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成４年 12 月 31 日から５年１月１日まで 

  社会保険庁（当時）の記録では、Ａ株式会社における厚生年金保険の

資格喪失日は平成４年 12 月 31 日となっているが、私は同日まで同社に

在籍していた。 

私が同社に提出した退職願、同社が発した辞令、同社が事務処理の誤

りを認めた文書を提出するので、第三者委員会で調査の上、当該記録を

訂正してほしい。 

 

第３  委員会の判断の理由 

申立人の所持する退職願及び辞令並びに雇用保険の記録から、申立人

は平成４年 12 月 31 日までＡ株式会社に継続して勤務していたことが認

められ、当該事業所は、「申立人の申立期間における厚生年金保険料を

控除していたはずである。」と供述していること、及び申立人が所持す

る給与明細書により、申立人は、申立期間において厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除

額及び厚生年金基金加入員資格喪失届に記載されている標準報酬月額か

ら 20 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義

務の履行については、当該事業所は、申立人に係る厚生年金保険資格喪



                      

  

失日を平成４年 12 月 31 日として誤って届け出たことを認めていること

から、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務

所（当時）は、申立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、同月の厚生年金保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3956 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められること

から、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 50 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年４月から同年６月まで 

    年金記録を確認したところ、Ａ社における平成 19 年４月から同年６

月までの標準報酬月額が 41 万円となっていたが、当時の報酬額は約 50

万円であった。事業主により給与から保険料を控除されていたことが

確認できる給与明細書もあるので、記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

事業主から提出された平成 19 年分給与所得に対する所得税源泉徴収簿

等の資料、申立人から提出された給与明細書及び事業主の供述から、申立

人は、申立期間において、その主張する標準報酬月額（50 万円）に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主から提出された「健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認およ

び標準報酬決定通知書」に記載された申立人に係る標準報酬月額が 41 万

円であること、及び事業主が 41 万円の標準報酬月額に相当する報酬月額

の届出を行ったことを認めていることから、事業主が 41 万円を報酬月額

として社会保険事務所（当時）に届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人が主張する標準報酬月額に基づく保険料について納入の告知を行って



                      

  

おらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付され

るべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3957 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間①について、申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことが認められることから、申立人の株式

会社Ａにおける資格取得日に係る記録を平成５年７月 21 日に訂正し、申

立期間①の標準報酬月額に係る記録を 44 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間②について、申立人は、標準報酬月額 44 万円に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立期間②の標準報酬月額に係る記録を 44 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険

料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

申立期間③について、申立人に係る株式会社Ａにおける資格喪失日は、

平成５年 12 月 30 日であると認められることから、申立期間③のうち、同

年９月 30 日から同年 12 月 30 日までの期間に係る厚生年金保険被保険者

資格の喪失日に係る記録を訂正し、当該期間の標準報酬月額に係る記録を

44 万円とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成５年７月 21 日から同年８月 26 日まで 

② 平成５年８月 26 日から同年９月 30 日まで 

③ 平成５年９月 30 日から６年３月 28 日まで 

    社会保険庁（当時）の記録では、平成５年７月及び同年９月から６年

２月までの期間の厚生年金保険の被保険者としての記録が無い。また、

５年８月の標準報酬月額が下げられている。給与明細書にもあるように

同年８月以降、給与は終始約 46 万円であった。 

平成５年７月及び同年９月から６年２月までの期間を厚生年金保険の



                      

  

被保険者期間として認めてほしい。 

また、平成５年８月の標準報酬月額を給与の額に見合うように訂正 

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、同僚の供述及び申立人の所持していた給与支払

明細書から、株式会社Ａにおける給与の支払方法が毎月 20 日締めの 28

日支払、厚生年金保険料の控除の方法については翌月控除と認められる

ところ、申立人の平成５年８月の給与支払明細書により、申立人が同年

７月 21 日から同社に勤務していたことが認められるとともに、申立期

間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、当該給与支払明細書に記

載されている厚生年金保険料控除額から 44 万円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立人の資格取得届出及び保険料を納付したか否かについて

不明としているが、申立人から提出された給与明細書により申立人が平

成５年７月 21 日から株式会社Ａに勤務していることが認められるとと

もに、複数の同僚が「当時、社会保険料を控除されていたが、事業主が

保険料を社会保険事務所（当時）に納付していなかったことが退職時に

分かった。」と述べていることから、事業主が申立人の資格取得日を同

年７月 21 日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所が申立人の資

格取得日を同年８月 26 日と記録するとは考え難いことから、申立人に

ついては、事業主が資格取得日を８月 26 日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立期間①の保険料について納入の告知を行っておら

ず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間②について、申立人の給与支払明細書から、申立人は、標準

報酬月額 44 万円に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

なお、申立人の保険料の事業主による納付義務の履行について、事業

主は申立人の控除額に見合う標準報酬月額に基づく保険料の納付につい

て不明としているが、申立人の給与明細書において確認できる保険料控

除額に見合う標準報酬月額は 44 万円であり、社会保険事務所で記録さ

れている標準報酬月額の 34 万円と相違しているとともに、複数の同僚

が前記１と同様「当時、社会保険料を控除されていたが、事業主が保険

料を社会保険事務所に納付していなかったことが退職時に分かった。」



                      

  

と述べていることから、事業主は申立人の給与支給明細書で確認できる

保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出ておらず、その結果、社会

保険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は当該保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

３ 申立期間③について、申立人の給与支払明細書及び雇用保険の記録に

より、申立人が株式会社Ａに平成５年 12 月 29 日まで勤務していたこと

が認められるとともに、同社における厚生年金保険料の控除の方法につ

いては、前記１のとおり翌月控除と認められるところ、申立人が所持し

ている同年 10 月分及び同年 12 月分の給与明細書において厚生年金保険

料の控除が確認できる。 

  一方、オンライン記録によると、申立人の資格喪失日は、平成５年９

月 30 日と記録されているが、当該喪失処理は、株式会社Ａが厚生年金

保険の適用事業所でなくなった同年 12 月１日より後の６年１月６日に

行われており、申立人のほか事業主以下複数の従業員についても同様の

処理が行われている。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、かかる処理

を行う合理的な理由は見当たらず、当該処理に係る記録が有効なものと

は認められないことから、申立期間③の申立人の株式会社Ａにおける資

格喪失日は、雇用保険の離職日の翌日である平成５年 12 月 30 日に訂正

することが必要と認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、給与支払明細書に記載さ

れている厚生年金保険料控除額から 44 万円とすることが妥当である。 

 

４ 一方、申立期間③のうち、平成５年 12 月 30 日から６年３月 28 日ま

での期間については、厚生年金保険料の控除が確認できる申立人の給与

支払明細書が５年 12 月分までであるほか、複数の同僚の給与支払明細

書においても当該厚生年金保険料の控除が同年 12 月分までとなってい

る。 

また、申立人の雇用保険の記録における離職日についても、平成５年

12 月 29 日となっている上、複数の同僚が６年１月以降の生産活動はな

かった旨を供述しているほか、事業主も５年 12 月には従業員はいなか

ったと思う旨を供述しており、申立人の当該期間における勤務実態につ

いて確認することができない。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除を確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、



                      

  

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により控除されていたことを認めることはできない。 

 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3958 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ

株式会社）Ｃ工場における資格喪失日に係る記録を昭和 57 年 10 月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額に係る記録を 41 万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年９月 30 日から同年 10 月１日まで 

    社会保険庁（当時）の記録によると、Ａ株式会社Ｃ工場における資格

喪失日が昭和 57 年９月 30 日になっており、次のＡ株式会社における資

格取得日が同年 10 月１日になっているため、厚生年金保険の被保険者

期間に１か月の空白がある。 

Ｂ株式会社に問い合わせたところ、届出を誤ったために生じた事故で、

記録を訂正するために第三者委員会に申立てをしてほしいと言われた。 

申立期間（昭和 57 年９月）を厚生年金保険の被保険者期間として認

めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ株式会社により提出された申立人の人事記録、Ｄ組合により提出され

た申立人の健康保険被保険者記録及び雇用保険の被保険者記録から判断す

ると、申立人は、申立期間にＡ株式会社に継続して勤務し（昭和 57 年 10

月１日に同社Ｃ工場から同社本社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｃ工場

における昭和 57 年８月の健康保険厚生年金保険被保険者名簿から 41 万円



                      

  

とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 57 年 10 月１日と

届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを同年９月 30

日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日

として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月の保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を

還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3959（事案 2158 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、株式会

社Ｂ）における資格取得日に係る記録を昭和 35 年４月１日に、資格喪失

日に係る記録を 36 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に係る

記録を 7,000 円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 35 年４月１日から 36 年 12 月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録について照会した

ところ、Ａ株式会社における厚生年金保険被保険者の記録が空白となっ

ている。この期間の申立てについては、埼玉地方第三者委員会で非あっ

せんとなったが、私と同様に集団就職で同社に同期入社した同僚の加入

期間が平成 22 年４月に第三者委員会で認められた。このため、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、当時の同僚の供述により申立人が申

立期間においてＡ株式会社に勤務していたことが推認できるが、厚生年金

保険に加入していたかは不明であり、また、厚生年金保険被保険者名簿に

も申立人の記載が無く、健康保険番号に欠番も無いことから、既に当委員

会の決定に基づく平成 21 年 11 月 26 日付けの年金記録の訂正は必要ない

とする通知が行われている。 

しかしながら、今回の再申立てに当たり、当初の決定後に、同期入社の

申立人の同僚から提出されたＡ株式会社の同僚を撮影した複数の写真及び

複数の同僚が、申立人は集団就職で入社し、昭和 35 年４月１日から 36 年



                      

  

11 月 30 日（退職日）まで勤務していたと回答していることから、資格取

得日は 35 年４月１日、資格喪失日は 36 年 12 月１日で、申立人が、申立

期間に同社で勤務していたことが前述どおり推認できる。 

一方、当時のＡ株式会社の複数の同僚の供述及び年金記録確認Ｃ地方第

三者委員会における同社に係る申立てにおいて同僚から提出された、厚生

年金保険の未加入期間があったことに対する補償金の支給の事実を確認で

きる「支払請求書」等から、少なくとも昭和 34 年４月から 37 年 10 月ま

での期間において、同社では従業員の給与から厚生年金保険料を控除しな

がら、従業員を厚生年金保険に加入させないなどの事務処理が行われてい

たことがうかがわれる。 

また、Ａ株式会社に係る厚生年金保険被保険者名簿から、まとめて 212

人の従業員が昭和 37 年 10 月 15 日付けで厚生年金保険に加入しており、

この中には、申立人と同様に製造の業務に従事していた複数の同僚が含ま

れていることが確認できる。これらのことから、申立人の当該期間の給与

からの厚生年金保険料の控除及び厚生年金保険への加入については、これ

らの同僚と同様の扱いを受けていたものと推認される。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、厚生年金保険被保険者として、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認められる。 

 また、当該期間の標準報酬月額については、当該期間に厚生年金保険被

保険者資格を取得した男性同僚の記録から判断すると、7,000 円とするこ

とが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は不明としているが、当該期間のＡ株式会社に係る厚生年金保険被

保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に係る社会

保険事務所の記録が失われたことは考えられない上、仮に、事業主から申

立人に係る被保険者資格取得届が提出された場合には、その後、被保険者

資格喪失届も提出する機会があったこととなるが、いずれの機会において

も社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主

から社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る昭和 35 年４月から 36 年 11 月までの保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案3960 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められ

ることから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必

要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和12年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和34年１月14日から37年11月21日まで 

             ② 昭和37年12月25日から38年４月21日まで 

社会保険庁（当時）の記録では、私のＡ株式会社とＢ株式会社での被

保険者期間について昭和41年５月16日に脱退手当金が支給されたことに

なっているが、私は脱退手当金を請求しておらず、受給もしていないの

で記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の

喪失日から約３年１か月後の昭和41年５月16日に支給決定が行われたこと

となっており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え難い。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険記

号番号払出簿の氏名は旧姓のまま変更処理がなされておらず、申立期間の

脱退手当金は旧姓で請求されたものと考えられるが、申立人は、昭和40年

３月＊日に婚姻し、改姓していることから、申立人が脱退手当金を請求し

たとは考え難い。 

さらに、脱退手当金を支給する場合、本来、過去すべての厚生年金保険

被保険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間②より後の

被保険者期間についてはその計算の基礎とされておらず未請求となってい

る。しかしながら、支給決定日により近い２回の被保険者期間を失念する

とは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3962 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格喪失日は、昭

和 57 年 12 月３日であると認められることから、申立期間に係る厚生年

金保険被保険者資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち昭和 57 年７月から同年 11 月までの標準報酬月

額を 32 万円とすることが妥当である。 

    

２ 申立人は、申立期間のうち昭和 57 年 12 月３日から 58 年３月１日ま

での厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人の株式会社Ａにおける被保険者記録のうち、上

記で訂正した資格喪失日に係る記録を同年３月１日に訂正することが必

要である。 

また、申立期間のうち昭和 57 年 12 月から 58 年２月までの標準報酬

月額に係る記録を 30 万円とすることが妥当である。 

  なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57 年７月 31 日から 58 年３月１日まで 

    昭和 44 年７月１日から 60 年１月 10 日まで株式会社Ａで営業職とし

て勤務していた。申立期間の給与明細書及び 57 年分の給与所得の源泉

徴収票から明らかなように厚生年金保険料が事業主から控除されている

にもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録が無いのは納

得できない。調査して被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間のうち昭和 57 年７月 31 日から同年 12 月３日までについて、

株式会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が



                      

  

57 年７月 31 日に被保険者資格を喪失した手続が同年 12 月３日に遡及
そきゅう

して行われたことが確認できる上、58 年３月１日に同社において被保

険者資格を再取得していることが確認できる。 

    また、上述の被保険者名簿では、申立人と同様に、当該事業所の被保

険者５人全員については昭和 57 年７月 31 日に、事業主については同年

５月 31 日に被保険者資格を喪失する手続がいずれも 57 年 12 月３日に

遡及
そきゅう

して処理されているにもかかわらず、被保険者５人全員が、58 年

３月１日に同社において被保険者資格を再取得していることが確認でき

る。                           

さらに、雇用保険の被保険者記録により、申立人は、当該期間に株式

会社Ａに継続して勤務していたことが確認できるほか、申立人から提出

を受けた給与明細書及び源泉徴収票から、申立人は、当該期間に事業主

により給与から厚生年金保険料を控除されていたことが確認できる。 

加えて、株式会社Ａの整理精算業務を行ったと供述する同社の元経理

部長は、「株式会社Ａは昭和 57 年 11 月に不渡手形を出し、その時点で

数か月分の厚生年金保険料及び健康保険料の滞納があった。滞納した厚

生年金保険料について社会保険事務所（当時）と分割納付の交渉を行っ

たが認められず、同年７月にさかのぼって強制的に資格喪失させられ、

滞納保険料は無かったものとして処理をされた。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立人が昭

和 57 年７月 31 日に資格を喪失した旨の処理を行う合理的な理由は無く、

当該喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申立

人の資格喪失日は、上記資格喪失処理が行われた同年 12 月３日に訂正

することが必要と認められる。 

また、申立期間のうち昭和 57 年７月 31 日から同年 12 月３日までの

標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に届け出た当初の記

録から 32 万円とすることが妥当である。 

 

  ２ 申立期間のうち昭和 57 年 12 月３日から 58 年３月１日までについて、

給与明細書、雇用保険の被保険者記録及び株式会社Ａの元経理部長の供

述により、申立人が、申立期間のうち 57 年 12 月３日から 58 年３月１

日まで株式会社Ａに継続して勤務し、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間のうち昭和 57 年 12 月３日から 58 年３月１日までに

係る標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａにおける給与明細書

において確認できる保険料控除額から 30 万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、



                      

  

事業主からは回答が得られないが、事業主から申立人に係る被保険者資

格の喪失届や取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを記録することは考え難いことから、事業主が社会保険事務所

の記録どおりの資格の喪失及び取得の届出を行っており、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る昭和 57 年７月から 58 年２月までの保険

料の納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、当該期間に係る保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3963 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の有限会社Ａにおける資格取得

日に係る記録を昭和 44 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を２万円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 44 年２月１日から同年５月１日まで 

    昭和 44 年２月１日から 48 年３月 26 日まで有限会社ＡでＢ業務をし

ていた。申立期間の給与明細書によると事業主から厚生年金保険料が控

除されているにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の被保険者記録

が無いのは納得できない。調査して被保険者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した給与明細書により、申立人が、申立期間に有限会社Ａ

に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人が保管していた申立

期間内の有限会社Ａにおける給与明細書により、２万円とすることが妥当

である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は既に死亡しているため供述が得られず、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざる

を得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所

（当時）に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3965 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社（現在は、Ｂ有

限会社）における資格取得日に係る記録を昭和 63 年７月 27 日に訂正し、

申立期間①の標準報酬月額に係る記録を 18 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 63 年７月 27 日から同年８月２日まで 

           ② 昭和 63 年９月 28 日から同年 10 月１日まで 

私はＡ株式会社に昭和 63 年７月 27 日から同年 10 月１日まで勤務し、

厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、被保険者記録照会回

答票では、同社での厚生年金保険被保険者資格取得日が同年８月２日、

資格喪失日が同年９月 28 日となっている。申立期間を厚生年金保険被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人が所持している昭和 63 年７月のＡ株式

会社の給料支払明細書から、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていることが認められる。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人が提出した申立

期間①に係るＡ株式会社の給料支払明細書の保険料控除額の記録から、

18 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間①に係る保険料の事業主による納付義務の履

行については、事業主は不明としているが、申立人のオンライン記録に

係る厚生年金保険被保険者資格の取得日が申立人の雇用保険被保険者記



                      

  

録に係る資格の取得日と一致していることが確認できることから、社会

保険事務所（当時）及び公共職業安定所の双方が申立人の資格取得日を

同様に誤って記録したとは考え難く、事業主が当該社会保険事務所の記

録のとおりの届出を行い、その結果、社会保険事務所は、申立人の申立

期間①に係る保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立期間①における保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 申立期間②について、申立人が所持している昭和 63 年 10 月のＡ株式

会社の給料支払明細書から、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていることが確認できる。 

しかしながら、申立人は、自らが所持している日記帳に「昭和 63 年

９月 26 日にＡ株式会社を退職した。」旨の記載があると供述している。 

また、申立人に係るオンライン記録の厚生年金保険被保険者資格の喪

失日は雇用保険被保険者記録の離職日の翌日となっていることが確認で

きる。 

さらに、申立人の昭和 63 年 10 月のＡ株式会社における勤務実態を確

認できる資料も無いことから、厚生年金保険法第 19 条（被保険者期間

を計算する場合には、月によるものとし、被保険者の資格を取得した月

からその資格を喪失した月の前月までをこれを算入する）及び同法 14

条（資格喪失の時期は、その事業所に使用されなくなった日の翌日）の

規定より、申立期間②は厚生年金保険被保険者期間とならないと判断さ

れる。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間②において厚生年金保険の被保険者であ

ったと認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3966 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ株式会社に係る厚生年金保険被保険者資格取得日は昭和 32

年１月４日、被保険者資格喪失日は同年１月 28 日であることが認められ

ることから、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪

失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、当該期間の標準報酬月額については１万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年 11 月１日から 32 年１月４日まで 

             ② 昭和 32 年１月４日から同年１月 28 日まで 

    私は、申立期間①はＢ基地内にあったＣ店で、Ｄ業務をした。申立期

間②は、Ｂ基地内のＥ店（Ａ株式会社）で働いた。申立期間の給与か

ら厚生年金保険料が控除されていたかは覚えていないが、申立期間を

厚生年金保険被保険者であることを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②については、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険事業

所別被保険者名簿に、申立人と姓名、性別及び生年月日が同一で、厚生

年金保険の被保険者資格を昭和 32 年１月４日に取得し、同年１月 28 日

に資格を喪失している記録が確認できる。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

において、申立期間②当時に記録が確認できる元同僚 12 人に照会した

ところ、複数の元同僚から「申立人を記憶している。」との供述を得ら

れた上、当該被保険者記録は、65 歳に到達しているにもかかわらず、

基礎年金番号に統合されていないことから、当該未統合となっている被

保険者記録は申立人に係るものであると認められる。 

これらを総合的に判断すると、申立人が昭和 32 年１月４日に被保険

者資格を取得した旨の届出及び同年１月 28 日に被保険者資格を喪失し



                      

  

た旨の届出を事業主が社会保険事務所（当時）に行ったことが認められ

る。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、Ａ株式会社に係る上記の

健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿における当該未統合記録か

ら、１万円とすることが妥当である。 

 

２ 申立期間①については、申立人の詳細な供述により、期間の特定はで

きないものの、申立人がＣ店に勤務していたことがうかがわれる。 

しかしながら、申立人は、当時は学生であったと供述しているが、申

立期間①当時にＣ店に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿

に記載されている 11 人に照会したところ、複数の者が、「学生アルバ

イトは厚生年金保険に未加入であった。」と供述している。 

また、Ｃ店は昭和 32 年７月１日に厚生年金保険の適用事業所ではな

くなっており、元事業主も死亡していることから、申立人の同社での勤

務状況及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

さらに、Ｃ店に係る健康保険厚生年金保険事業所別被保険者名簿にお

いて、申立期間①に係る申立人の記録は見当たらず、健康保険整理番号

は連番で払い出され欠番は無く、記載内容に不自然さは無い。 

このほか、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、

申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

埼玉厚生年金 事案 3969 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち昭和 39 年５月 31 日から 40 年３月１日まで

の保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日に係る記録を 39 年５月 31 日、

資格喪失日に係る記録を 40 年３月１日とし、当該期間の標準報酬月額に

係る記録を１万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る昭和 39 年５月 31 日から 40 年３月１日

までの厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 39 年４月から 40 年２月まで 

昭和 39 年４月から 40 年２月まで株式会社Ａで勤務していたにもかか

わらず、当該期間の厚生年金保険の被保険者記録が確認できないので、

上記期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の詳細な記憶、元同僚の供述、株式会社Ａにおける資格喪失日

が昭和 39 年５月 31 日となっている申立人の前任者から引継ぎを受けて

いないとの申立人の供述及び後任者の厚生年金保険の被保険者記録から

判断すると、申立人が同年５月 31 日から 40 年３月１日まで株式会社Ａ

に勤務していたことが認められる。 

また、元同僚が申立人の前任者及び後任者であったと供述する者には、

それぞれ厚生年金保険の被保険者としての記録が存在する。 

さらに、申立人が名前を記憶する５人の元同僚にも、厚生年金保険の

被保険者としての記録が存在する。 

加えて、元同僚が証言した当時の当該事業所従業員数と株式会社Ａの

健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録上の厚生年金保険被保険者数

がおおむね一致するため、当時、当該事業所においては、ほぼすべての

従業員が厚生年金保険に加入していたと考えられる。 



                      

  

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 39

年５月 31 日から 40 年３月１日までに係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、昭和 39 年５月から 40 年２月までの標準報酬月額については、

元同僚の標準報酬月額の記録から１万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は死亡しており照会することができないが、申立期間の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿の整理番号に欠番が見当たらないことから、

申立人に係る社会保険事務所（当時）の記録が失われたことは考え難い

上、資格の取得及び喪失に係る届出や厚生年金保険被保険者報酬月額算

定基礎届などのいずれの機会においても社会保険事務所が申立人に係る

記録の処理を誤ることは考え難いことから、事業主から当該社会保険事

務所へ資格の得喪に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る昭和 39 年５月 31 日から 40 年３月１日までの保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、39 年５月から 40

年２月までに係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

２ 一方、申立期間のうち昭和 39 年４月から同年５月 31 日までについて

は、前述したとおり当該期間における申立人の勤務実態が推認できない

上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料も無く、事業主及び元

同僚からも保険料控除に係る具体的な供述を得ることができず、ほかに

申立人の 39 年４月から同年５月 31 日までにおける厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が昭和 39 年４月から同年５月 31 日までについて、厚生年金保険

被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3495 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年４月から３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 45 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 平成２年４月から３年３月まで 

平成２年４月から勤めることとなったＡ地のＢ医院は健康保険組合に

加入していたが、厚生年金保険には加入していなかった。医院の場合、

厚生年金保険に入れない場合があると学生時代から知っていたので、国

民年金に加入することとした。加入手続は、勤め始めた２年４月か同年

５月ころ、勤めるまでＣ市の国民健康保険に加入していたので、その脱

退手続に併せてＤ区役所で行った。手続時に年金手帳の交付を受け、最

初の保険料を納付し、その後、口座振替で納付を始めるまで父に毎月お

金を渡して、父母の分と一緒に集金人に納付してもらっていた。 

申立期間が未納とされていることには納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、交付された年金手帳は現在所持しているもののみであるとし

ていること、及びその年金手帳の国民年金手帳記号番号は平成３年８月こ

ろ払い出されていることが国民年金手帳記号番号払出簿により確認できる

ことから、加入手続は３年８月ころに行われたと推認できる。 

また、国民年金手帳記号番号の払出時点では、申立期間は過年度納付で

のみ納付できる期間であるが、申立人及び申立人の国民年金保険料を納付

したとするその父は、平成２年中に集金人に保険料を納付しており、過年

度納付を行ったことは無いとしている上、申立人に申立期間当時別の国民

年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがわれない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付していたこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

加えて、申立事案の口頭意見陳述においても、国民年金保険料の納付状

況について、当初の申立て以上に具体的な申述が得られなかった。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3497 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 39 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 36 年４月から 39 年６月まで 

    国民年金制度が始まった昭和 35 年ころに父から、私たちが将来もら

える年金制度ができたので入っておくと言われた。また、義務だから

入らないといけないと言われたことを覚えている。申立期間当時は、

父が経営していたＡ店で次兄、三兄とともに働いており、次兄と三兄

の妻が店の手伝いをしていた。店の仕入れなど父が経理をしていたの

で、いつごろ国民年金に加入し国民年金保険料を納めたかは分からな

いが、一緒に商売をしてきた次兄夫婦、三兄夫婦は国民年金に加入し、

私だけ加入しなかったとは考えられない。申立期間について、未納と

なっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納

付はその父親が行っていたと申し立てているが、保険料を納付していたと

する父親は既に他界しており、申立人自身は保険料の納付に関与していな

いことから、国民年金の加入及び保険料納付の状況が不明である。 

   また、申立人は、申立期間当時、一緒に働いていたその次兄夫婦及び三

兄夫婦とともに国民年金に加入したはずだとしているが、次兄夫婦及び三

兄夫婦の国民年金手帳記号番号は昭和39年11月に連番で払い出されており、

その時点で申立人は父の経営する店とは別の会社に勤務し、厚生年金保険

の被保険者であったことから、次兄夫婦及び三兄夫婦と一緒には国民年金

の加入手続をしなかったと考えるのが自然である。 

   さらに、申立人は、昭和62年２月11日に国民年金被保険者資格を取得し

ており、申立期間は国民年金に未加入のため、制度上国民年金保険料を納



 

  

付することができない上、申立人の国民年金手帳記号番号は同年３月ころ

に払い出されており、申立期間当時、別の国民年金手帳記号番号が払い出

されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3498 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 15 年５月から同年７月までの期間、15 年 11 月から同年

12 月までの期間、16 年５月及び同年６月の国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 15 年５月から同年７月まで 

             ② 平成 15 年 11 月から同年 12 月まで 

             ③ 平成 16 年５月及び同年６月 

    私は、社会保険事務所（当時）に行った時に未納期間があると言われ

た。国民年金保険料は毎月納めてきた。派遣として働いていたのでタイ

ムラグはあるかも知れないが忘れたことは無い。ねんきん特別便が来た

時も未納期間があった。毎月、保険料を納めてきたのに申立期間のみが

納めていないことは無い。申立期間が未納となっていることに納得でき

ない。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料をＡ地のコンビニエンスストア

（以下「コンビニ」という。）で納付したと主張しているが、コンビニか

ら保険料の納付が可能になったのは平成 16 年４月からである旨伝えたと

ころ、申立人はコンビニか銀行かは覚えていないので、当委員会で申立人

の納付の有無を確認するために銀行等を調べるよう要求したが、申立人は、

納付した銀行名等が明確にできず、納付状況が曖昧
あいまい

である。 

   また、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付したが、保険料が所

得控除の対象になるとは知らなかったので、控除の申告はしていないと主

張しているが、申立期間①、②及び③の保険料を申告したとみられる平成

15 年及び 16 年のＢ市の税額控除証明書並びに各年に所得を得た事業所の

給与所得の源泉徴収票により申告の有無を調査した結果、納付済みである

15 年１月から同年４月までの保険料は控除されているが、未加入及び未



 

  

納となっている申立期間①から③までの保険料は申告されていないことが

確認でき、所得控除の対象になることを知らなかったとする申立人の主張

に齟齬
そ ご

がみられ、申立期間①から③までの保険料を納付した事情が見当た

らない。 

   さらに、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3502 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43 年２月から 48 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年２月から 48 年３月まで 

勤めていた会社を辞めた昭和 43 年２月ころ夫がＡ市役所で国民年金

の加入手続をして、保険料を一緒に納付してくれた。その後はＢ信用金

庫Ｃ支店に夫が現金を持参して私の分も一緒に納付してくれた。申立期

間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 43 年２月ころその夫がＡ市役所で国民年金の加入手続

をして、保険料を一緒に納付してくれたとしているが、申立人は加入手続

及び保険料納付に直接関与しておらず、加入手続及び保険料納付をしたと

するその夫は、Ａ市では、44 年４月より前は印紙検認による収納である

にもかかわらず、申立期間の保険料は信用金庫で納付したとするなど保険

料納付に関する記憶が曖昧
あいまい

である上、申立期間の一部が未納である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 48 年５月 12 日に払い出さ

れており、この時点では申立期間の大部分は時効により納付できず、別の

国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがわれない。 

さらに、申立期間が 62 か月と長期間である上、申立人が、申立期間の

保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

他に保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3506 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 12 年 12 月及び 13 年１月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 12 年 12 月及び 13 年１月 

    申立期間の国民年金保険料は、平成 12 年 12 月に会社を退職し別の会

社に転職した際、３か月後に社会保険に加入できるからそれまでは国民

年金保険料を自分で納付するように言われたので、13 年１月ころ私が

夫婦二人分の保険料を郵便局で納付した。申立期間の保険料が未納とな

っていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料について、平成 12 年 12 月に会社

を退職し別の会社に転職した際、３か月後に社会保険に加入できるからそ

れまでは自分で国民年金に加入して保険料を納付するようにと言われたの

で、13 年１月ころ申立人が夫婦二人分の保険料を一緒に郵便局で納付し

たと主張しているが、オンライン記録によれば、申立人が一緒に納付した

とするその妻の申立期間の保険料は、14 年１月及び同年３月に過年度納

付により納付されており、会社を退職した直後であるとする申立人の主張

と異なっている。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料額は８万円くらいであった

と記憶しているが、申立期間の夫婦二人分の保険料額は５万 3,200 円であ

り、申立人が納付したとする保険料額と相違している。 

  さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3507 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成３年４月から４年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 42 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年４月から４年３月まで 

     申立期間当時、私は学生であったが、平成３年４月から学生も国民

年金の強制加入被保険者になったので、国民の義務として母が申立期

間の国民年金保険料を納付してくれた。 

   申立期間の保険料が納付された記録が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    申立人は、申立期間当時学生であり、申立期間の国民年金保険料につい

ては、平成３年４月から学生も国民年金の強制加入被保険者になったので

その母が国民の義務として保険料を納付したと主張しているが、申立期間

の保険料を納付したとするその母の申立人に係る国民年金への加入手続及

び保険料の納付に関する記憶が明確ではなく、申立人自身は申立期間の保

険料の納付に関与していなかったことから、申立期間当時の国民年金の加

入状況及び保険料の納付状況が不明である。 

  また、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険被保険者番号が付番されて

おり、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがわれな

い上、申立期間は国民年金の未加入期間となっており、制度上保険料を納

付できない期間である。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3508 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和36年４月から62年６月までの期間、62年７月から63年３月

までの期間、平成元年４月から４年３月までの期間、４年４月から７年３

月までの期間及び７年７月から８年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 62 年６月まで 

② 昭和 62 年７月から 63 年３月まで 

③ 平成元年４月から４年３月まで 

④ 平成４年４月から７年３月まで 

⑤ 平成７年７月から８年３月まで 

私は、昭和 36 年４月に国民年金に加入し、国民年金保険料の納付に

ついては、自宅に届いた納付書を用いて数か月ごとに市役所で納付した。

申立期間①及び④の保険料が未納となっていることに納得できない。 

また、申立期間②、③及び⑤については、申請免除の手続を行った記

憶は無く、すべて国民年金保険料を納付しており、当該期間が免除期間

となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、昭和 36 年４月に国民年金に加入し、

国民年金保険料の納付については、自宅に届いた納付書を用いて数か月

ごとに納付したと申述しているが、申立人の当時の住所地における国民

年金保険料の納付方法は、47 年３月までは印紙検認方式による納付方

式であり、申立人の申述と相違する。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 44 年６月ころに払い

出されており、その時点では、申立期間①のうち 36 年４月から 42 年３

月までの期間の保険料は時効により納付できない期間となり、42 年４

月から 44 年６月までの期間の保険料はさかのぼって納付することがで



 

  

きる期間となるが、申立人から保険料をさかのぼって納付したなどの申

述は得られなかった上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れた形跡も見当たらない。 

さらに、申立人は、その長女が国民年金被保険者資格を取得した昭和

54 年９月以降は、その長女の国民年金保険料と一緒に納付していたと

申述しているが、その長女の国民年金手帳記号番号は 62 年５月ころに

払い出されている上、申立期間①においては、その長女も 61 年１月か

ら同年３月までの期間及び 62 年４月から同年６月までの期間を除いて

未納となっている。 

加えて、315 か月という長期にわたる申立期間①の国民年金保険料納

付について、行政側の国民年金記録管理に誤りが生じるとは考えにくい。 

その上、申立人が申立期間①の国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、国民年金保険料の免除申請を行った

記憶は無く、市役所から届いた納付書を用いて国民年金保険料を納付し

ていたと申述しているが、申立期間②及びその直後の昭和 63 年４月か

ら平成元年３月までの免除期間について、申立人と一緒に申請免除手続

を行ったと申述しているその長女も同期間が申請免除となっている。 

  また、申立人は、申立期間②の国民年金保険料額について記憶が曖昧
あいまい

であり、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

３ 申立期間③について、申立人は、国民年金保険料の免除申請を行った

記憶は無く、市役所から届いた納付書を用いて国民年金保険料を納付し

ていたと申述しているが、申立人は、申立期間③の国民年金保険料額に

ついて記憶が曖昧
あいまい

であり、申立人が申立期間③の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

 

４ 申立期間④について、申立人は、自宅に届いた納付書を用いて数か月

ごとに市役所の窓口で国民年金保険料を納付したと申述しているが、申

立人は、申立期間④の国民年金保険料額について具体的な記憶が無い上、

申立人が申立期間④の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付し



 

  

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

５ 申立期間⑤について、申立人は、国民年金保険料の免除申請を行った

記憶は無く、１か月当たり 7,800 円程度の保険料を、市役所から届いた

納付書を用いて納付していたと申述しているが、申立期間⑤の１か月当

たりの保険料額は、申立人が納付したとする金額とは相違している。 

また、申立人が申立期間⑤の国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 

６ 申立事案の口頭意見陳述においては、各申立期間の国民年金保険料の

納付を裏付ける事情を酌み取ろうとしたが、具体的な新しい申述や証拠

を得ることはできなかった。 

 

７ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に

判断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと

認めることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3509 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年 11 月から 63 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 38 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 58 年 11 月から 63 年３月まで 

    申立期間当時、私は学生であり国民年金への加入は任意だったが、父

親が私の国民年金の加入手続を行い、保険料を納付していた。両親も申

立期間は国民年金保険料を納付しており、私の分が未納となっているこ

とに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その父親が国民年金の加入手続を行い、保険料を納付してい

たと申し立てているが、国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとす

るその父親は既に他界しており、申立人自身は国民年金の加入手続及び保

険料納付に関与していないため、国民年金の加入状況、納付状況等が不明

である。 

また、申立人の基礎年金番号は厚生年金保険の記号番号が付番されてお

り、申立人に国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがわれない

上、オンライン記録によると申立期間は未加入期間であり、制度上国民年

金保険料の納付はできなかった期間となっている。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



 

  

埼玉国民年金 事案 3511 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年 12 月から 52 年３月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ： 

    

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48 年 12 月から 52 年３月まで 

私の国民年金については、母親が加入手続や保険料の納付をしてくれ

た。保険料は「Ａ組合」を通じて納付してくれていた。 

申立期間の国民年金保険料が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人の母親が申立人の国民年金の加入手続や保険料の納付

をしてくれていたと申し立てているが、その母親は既に他界しており、申

立人は、国民年金の加入手続や保険料の納付に関与していないため、国民

年金の加入状況、納付状況等が不明である。 

また、申立人は、申立期間のころに発行された昭和 50 年１月から 51 年

３月までの期間及び 51 年４月から 52 年３月までの期間の国民年金過年度

保険料の納付書（３枚１組で交付される複写式）を所持しているが、いず

れも３枚１組のままの状態であり、領収日付の押印や領収年月日の記入が

無いことなどから当該納付書は使用されなかったとみられる。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 52 年７月ころに払い

出されており、払出日からすると申立期間の一部は時効により納付できな

い期間である。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに納付したことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



 

  

埼玉国民年金 事案 3513 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 47 年３月から 54 年 12 月までの国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47 年３月から 54 年 12 月まで 

    私は、将来のことを考えて、昭和 54 年ころにＡ区役所において国民

年金の加入手続を行った。その際に、20 歳にさかのぼって国民年金保

険料を納付することができるとの説明を聞いたので、後日Ｂ銀行Ｃ支店

の口座から７万円を引き出し、７万円から８万円くらいの保険料を同区

役所の窓口において納付し、領収書を受け取った。申立期間の保険料が

未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 54 年ころ、Ａ区役所において国民年金の加入手続を行

い、その際に申立期間の国民年金保険料として７万円から８万円くらい納

付したとしているが、申立人の申述と申立期間当時の保険料額とは符合し

ない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された昭和 57 年４月か

らすると、申立期間の保険料は時効により納付できない期間であり、別の

手帳記号番号が払い出された形跡もうかがわれない。 

さらに、この昭和 57 年４月からさかのぼって納付することが可能な期

間は 55 年１月までであり、その月から納付済みとなっている申立人のオ

ンライン記録と一致する上、当該期間の国民年金保険料額は、申立人の主

張している保険料額におおむね一致することから、申立人がこのことと混

同している可能性も否定できない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに保険料を納付したこと

をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



 

  

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3838 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 61 年２月 21 日から 62 年３月２日まで 

株式会社Ａについては、昭和 62 年３月２日から 63 年２月 29 日まで

の厚生年金保険の加入記録はあるが、申立期間の加入記録が無い。 

株式会社Ａには、昭和 61 年２月 21 日から勤務しており、給与が振り

込まれた銀行の預金通帳を提出するので、申立期間について厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の銀行預金通帳の写し及び同僚等の供述により、期間の特定

はできないものの、申立人が申立期間当時、株式会社Ａに勤務していたこ

とは認められる。 

しかしながら、同僚からは厚生年金保険に加入させない試用期間が４か

月ほどあったとの供述があり、同僚から、事業主による申立人に係る申立

期間の保険料の給与からの控除について供述を得られない。 

また、雇用保険の被保険者記録によると、申立人は昭和 62 年３月２日

に雇用保険被保険者資格を取得しており、申立期間に被保険者記録は確認

できない。 

さらに、株式会社Ａでは、申立期間当時の厚生年金保険の適用等の関係

資料が無いため、申立人の厚生年金保険の加入等については不明であると

している。 

加えて、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 



  

なお、申立人は、申立期間当時はＢ組合の健康保険に加入していたと主

張しているが、申立期間当時、申立人が勤務していたとする事業所が同組

合の管掌する健康保険に加入していた記録は確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3839 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年３月 24 日から 44 年３月 24 日まで 

申立期間も有限会社Ａに勤務し、給与から厚生年金保険料を控除され

ていた記憶があるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

有限会社Ａでは、申立期間当時の厚生年金保険関係資料を保存していな

いため、申立人の申立期間の厚生年金保険の適用等については不明として

いる上、同僚からは、期間の特定はできないものの、申立期間当時、申立

人が有限会社Ａに勤務していたとの供述があったが、事業主による申立人

の保険料の控除について供述を得られない。 

また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると､

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3843 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35 年 12 月１日から 38 年 10 月１日まで 

    株式会社ＡのＢ営業所（現在は、Ｃ株式会社）において、申立期間も

厚生年金保険に加入していたが、申立期間の厚生年金保険の加入記録が

無い。Ｄ協会から昭和 38 年 10 月に表彰状ももらっているので、当該期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立事業所では、申立期間当時の厚生年金保険適用に関する資料は保管

しておらず、申立人の申立期間の厚生年金保険の適用等については不明と

している上、同僚からも、申立人の申立期間の厚生年金保険料の事業主に

よる給与からの控除について供述を得られない。 

   また、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3844 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 11 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 30 年４月１日から同年８月６日まで 

② 昭和 30 年 11 月 29 日から 31 年３月１日ま

で 

高校を卒業して昭和 30 年４月にＡ株式会社に入社し、31 年２月いっ

ぱいまで勤務したように思う。同社では経理を担当していた。上司には

Ｂさん、同僚にはＣさん、Ｄさんがいた。調べて厚生年金保険の被保険

者記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、Ａ株式会社における複数の同僚の供述から、期

間の特定はできないものの、申立人が同社に勤務していたことが推認で

きる。 

  しかしながら、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において資格取得日が申立人と同日の昭和 30 年８月６日に記録されて

いる同僚は、申立人と同時期に入社し、同年４月から同年７月までは試

用期間で、同年８月から正社員になったと供述している。 

  また、申立人が提出した厚生年金保険被保険者証の「はじめて資格を

取得した年月日」は、昭和 30 年８月６日となっている。 

さらに、事業主は、これまでいくつかの会社と合併を重ねてきたため

当時の資料は残っておらず、申立人の勤務期間及び社会保険料の控除に

ついては不明としている。 

  加えて、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、

申立人の申立期間①において健康保険の払出番号に欠番は無く、その記

録に不自然さも無い。 



  

 

２ 申立期間②について、事業主は申立人の勤務期間及び社会保険料の控

除については不明としている上、同僚からも具体的な供述を得ることは

できなかった。 

  また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申

立期間②において健康保険の払出番号に欠番は無く、その記録に不自然

さも無い。 

 

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3846 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 
基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29 年 10 月１日から 42 年２月１日まで 

 年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会すると、昭和 29 年

10 月１日から 54 年５月 31 日まで勤務したのに 29 年 10 月１日から 42

年２月１日までの期間が未加入であるとの回答だった。 

 昭和 29 年 10 月１日にＡ株式会社に採用され、Ｂ町のＣ株式会社Ｄ所

（現在は、Ｅ株式会社Ｆ所）建設工事に従事し、34 年 12 月に結婚した

が、翌年の 35 年１月１日からＡ株式会社Ｇ営業所に勤務し、Ｈ株式会

社Ｉ工場（現在は、Ｊ株式会社）ほかの各所の工事現場でＫ業務に従事

した。 

毎月の給与から厚生年金保険料を控除されていたはずであり、納得で

きないので、調査して記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正

を求めて行ったものである。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

 雇用保険の被保険者記録及び事業主の供述により、申立人が申立期間に

ついて、Ａ株式会社に継続して勤務していたことが認められる。 

しかし、雇用保険の記録において適用事業所として確認できるＡ株式会

社Ｇ営業所は、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿によると、適用事業

所としての記録は確認できず、同事業所の上部組織であった同社Ｌ部が、

厚生年金保険の適用事業所となったのは、昭和 41 年２月１日であった。 

また、申立期間のうち、昭和 29 年 10 月１日から 35 年１月１日までの

期間について、事業主は、「Ｃ株式会社Ｄ所建設工事を受注したことは確

認できるが、記録が保存されておらず申立人の勤務状況及び厚生年金保険

の被保険者資格の取得については不明。」と供述しており、申立人が勤務

していたとする同社Ｄ所建設工事の現場で勤務していた同僚を特定するこ



  

とができない上、申立人は、同現場における同僚を記憶していないことか

ら同僚照会をすることができなかった。 

さらに、健康保険厚生年金保険被保険者名簿においてＡ株式会社におけ

る昭和 29 年 12 月１日から 30 年 12 月１日までの期間の被保険者資格取得

者約 170 人を調査したが申立人の記録は無く、当該期間における当該事業

所に係るＭ地内の厚生年金保険の適用事業所は、同社Ｎ支店、同社Ｏ出張

所及び同社Ｐ出張所が確認されるものの、いずれの被保険者名簿にも申立

人の記録は見当たらず、事業所検索においてもＣ株式会社Ｄ所の所在した

Ｂ町におけるＡ株式会社の適用事業所は確認できなかった。 

一方、申立期間のうち、昭和 35 年１月１日から 42 年２月１日までの期

間について、事業主は、「ⅰ）申立人は、35 年１月１日に当社のＧ営業

所に、現場採用の傭員として採用され、54 年５月 31 日に退職した、ⅱ)

申立人の厚生年金保険の被保険者資格の取得については、傭員は現場の判

断によった、ⅲ）記録が保存されていないが、事務手続上のミスによるも

のではないことから不明。」と供述しており、申立人の当該期間に係る厚

生年金保険料の給与からの控除について確認することができなかった。 

また、健康保険厚生年金保険適用事業所名簿によると、Ａ株式会社Ｇ営

業所は、適用事業所としての記録は確認できず、同事業所の上部組織であ

った同社Ｌ部が、適用事業所となったのは、申立期間途中の昭和 41 年２

月１日であるほか、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿におい

て 34 年 12 月１日から 35 年 12 月１日までの期間における被保険者資格取

得者約 700 人を調査したが申立人の記録は確認できない。 

さらに、同僚 11 人に照会して回答した５人のうち、二人は「ⅰ）申立

人は、Ａ株式会社Ｇ営業所に現場採用の傭員として採用され、申立期間の

うち、昭和 35 年１月１日から 42 年２月１日までの期間はＫ業務の仕事を

していた、ⅱ）当該期間当時、現場採用の傭員は厚生年金保険には加入し

ていなかった。」旨を供述しており、別の二人は、「自分も現場採用の傭

員として当該事業所に勤務したが、厚生年金保険の被保険者資格の取得は、

42 年２月１日であった。」旨の供述をしている。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3847 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨    

申 立 期 間 ： 昭和 28 年９月 14 日から同年 11 月 11 日まで 

  社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況について照会した

ところ、Ａ株式会社の勤務期間のうち、昭和 28 年９月 14 日から同年

11 月 11 日までの被保険者記録が無いとの回答をもらった。 

  同社には、住み込みで、昭和 28 年６月１日から 37 年１月 31 日まで

継続勤務したので、申立期間の被保険者記録を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

  申立期間について、申立人は、Ａ株式会社に勤務していたとしているが、

同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により連絡可能な同僚 10

人に照会したこところ、３人から回答があり、そのいずれも申立人の勤務

状況については不明としていることから、申立人が申立期間に同社に勤務

していたことを確認することはできない。 

  また、申立期間当時の事業主及びその息子は既に他界しており、商業登

記簿謄本により確認できる役員３人についても住所が特定できず照会する

ことができなかった上、現在の事業主は、申立期間当時は事業に関与して

おらず資料の引継ぎを受けていないため申立期間当時の状況は不明として

いることから、申立人の申立期間の勤務の実態及び保険料控除について確

認することができない。 

  さらに、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、

申立人の健康保険番号は２回払い出されており、１回目の払出番号＊番に

係る被保険者資格は昭和 28 年９月 14 日に喪失し、その後同年 11 月 11 日



  

に２回目の払出番号＊番により再び被保険者資格を取得していることが確

認できる上、当該二つの払出番号の間には欠番も無い。 

  このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3848 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 48 年 11 月１日から 49 年８月１日まで 

             ② 昭和 55 年 10 月１日から 56 年 10 月１日まで 

             ③ 昭和 59 年 10 月１日から 60 年 10 月１日まで 

             ④ 昭和 61 年 10 月１日から 62 年 10 月１日まで 

             ⑤ 昭和 62 年 10 月１日から 63 年８月１日まで 

             ⑥ 平成元年 10 月１日から２年８月１日まで 

             ⑦ 平成２年８月１日から３年８月１日まで 

Ａ株式会社における勤務期間について、社会保険事務所（当時）に届

け出られた標準報酬月額と、私が保管していた給与明細書を基に算出し

た標準報酬月額と比較したところ、一部に違いが見られたので第三者委

員会で調査をした上で、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、所持していた給与明細書から算定した標準報酬月額が、社会

保険事務所に届け出られた標準報酬月額と相違があるので訂正してほしい

と申し立てている。 

一方、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、こ

れに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除し

ていたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに

見合う標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、すべての申立期間の給与明細書（昭和 62 年２月分を除



  

く。）から控除されている厚生年金保険料被保険者負担額に見合う標準報

酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致することから、特例法に

よる保険給付の対象に当たらないため、あっせんは行わない。 

また、申立期間のうち、昭和 62 年２月に係る標準報酬月額については、

給与明細書を所持していないところ、申立人は、すべての申立期間に係る

標準報酬月額を決定する基礎となる５月分、６月分及び７月分の給与明細

書を所持していたことから、定時決定及び随時改定で標準報酬月額を算定

するにあたり報酬に加えないものとされている「基本給遡及
そきゅう

額」、「住宅

手当遡及
そきゅう

額」、「役職手当遡及
そきゅう

額」及び「お祝金」を除いて計算した結果、

オンライン記録の標準報酬月額とすべて一致するほか、申立人の 62 年２

月における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

昭和 62 年２月について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 3849 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年１月 31 日から同年２月１日まで 

昭和 54 年１月 31 日にＡ株式会社を退職し、翌日の同年２月１日にＢ

社に入社した。Ａ株式会社に提出した退職願には、同年１月 31 日で退

職したい旨を記入したことを記憶している。厚生年金保険の資格喪失日

が同年１月 31 日となっているのは会社のミスであるので、同年２月１

日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ株式会社に昭和 54 年１月 31 日付けの退職願を提出し、同

日をもって退職したと主張している。 

しかしながら、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おける申立人の資格喪失日は、申立人の同社に係る雇用保険被保険者記録

における離職日（昭和 54 年１月 30 日）の翌日と記録されており、社会保

険事務所（当時）と公共職業安定所がそれぞれ資格喪失に係る処理を誤る

ことは考え難いことから、同社が申立人の資格喪失日を同年１月 31 日と

して届け出たことが推認される。 

また、Ａ株式会社は既に解散しており、当時の人事記録及び給与関係書

類を確認できず、申立人も当時の給与明細書等の資料を保持していないた

め、申立人の申立期間における給与からの厚生年金保険料の控除は不明で

ある。 

さらに、当時の事業主に照会を行ったが供述を得ることはできず、同僚

照会の結果でも申立人が主張する昭和 54 年１月 31 日の退職がうかがえる

供述を得ることはできなかった。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせ



  

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3850 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 23 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和45年ころ 

         ② 昭和52年ころから54年ころまで 

                  ③ 昭和55年ころから56年ころまで 

申立期間①はＡ地のＢ店に、申立期間②はＣ地のＤ店に、申立期間③

はＥ地のＦ店に勤務していた。いずれも正式な社名の記憶は無いが、Ｇ

業務担当として働き、厚生年金保険料も控除されていたと思うので厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人の申立期間①に係る事業所の社名が不明

となっていたところ、申立人の詳細なメモの記述から、Ｈ株式会社と判

明した。 

また、申立期間①当時の従業員から、「申立人は、短期間在籍してい

た。」と供述を得られた上、申立人は、申立期間①当時の状況について、

具体的かつ詳細に記憶していることから、期間の特定はできないものの、

申立人が申立期間①にＨ株式会社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｈ株式会社は、平成３年

11 月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①当時

は適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ｈ株式会社の２代目である現在の事業主は、「その当時、厚生

年金保険は未加入で自発的に国民年金に加入する形態であった。」と供

述している。 

さらに、申立人を知る当時の従業員も、「厚生年金保険は未加入であ

り、給与から保険料を控除されたことは無い。」と供述している上、申



  

立人に係る雇用保険の被保険者記録も確認できない。 

 

２ 申立期間②について、社名が不明となっていたところ、現地調査から

既に屋号は変更されたものの、申立期間②当時Ｄ店を経営していたのは、

Ｉ株式会社と判明した。 

また、申立人は、申立期間②当時の状況について、具体的かつ詳細に

記憶していることから、期間の特定はできないものの、申立人が申立期

間②にＤ店に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、オンライン記録によると、Ｉ株式会社は平成２年９月

１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間②当時は適用

事業所ではないことが確認できる。 

また、Ｉ株式会社の現在の事業主は、「申立期間②当時は、社会保険

には未加入だったので、保険料控除はしていなかった。」と供述してい

る。 

さらに、申立人の詳細なメモに記述された当時の同僚には連絡が取れ

ず、申立人の加入履歴に関する情報は確認することができない上、申立

人に係る雇用保険の被保険者記録も確認できない。 

 

３ 申立期間③について、社名が不明となっていたところ、関係機関への

調査結果から、個人事業のＪ店と判明した。 

また、当時の事業主の妻から、「申立人は、Ｋ等のＧ業務をしていた

ことを覚えている。」と供述を得られた上、申立人は、申立期間③の状

況について、具体的かつ詳細に記憶していることから、期間は特定でき

ないものの、申立人が申立期間③にＪ店に勤務していたことが推認でき

る。 

しかしながら、事業主の妻から、「申立人は休みがちであったが、厳

格な創業者である父が社会保険には加入させなかった可能性がある。」

と供述している上、申立人に係る雇用保険の被保険者記録も確認できな

い。 

また、複数の同僚は、「見習期間があった。」、「短時間労働者がい

た。」、｢保険については希望をとっていた。｣、「すぐ辞める人が多か

った。」と供述している。 

さらに、Ｊ店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、申立期

間③及びその前後の期間に申立人の氏名は見当たらず、健康保険の整理

番号に欠番も確認できない。 

 

４ このほか、申立人の全申立期間における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



  

 

５ これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3851 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19 年 12 月 24 日から 20 年３月１日まで 

    株式会社Ａから提出された厚生年金保険資格取得時標準報酬月額訂正

届について、年金事務所に対する届出が遅れたことにより、年金額の計

算の基礎とならない記録とされているので、正しい記録に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人の厚生年金保険の被保険者記録は、平成 19 年 12 月 24 日から現

在に至るまで株式会社Ａに加入しており、社会保険事務所（当時）の記録

では、資格取得時の標準報酬月額が 22 万円と記録されていたところ、22

年４月５日に、２年以上さかのぼって資格取得時の標準報酬月額が 32 万

円に訂正されているものの、厚生年金保険法第 75 条本文の規定により、

申立期間が年金額の計算の基礎となる被保険者期間とならない期間と記録

されている。 

 しかしながら、申立人が保管していた平成 20 年３月度給与明細書で確

認できる厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録

における訂正前の標準報酬月額の 22 万円と合致している上、そのほかに

資格取得時に訂正後の報酬月額を給与から保険料控除していた事実を確認

することができない。 

 このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案3852 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和18年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和51年３月ころから53年９月１日まで 

② 昭和54年８月27日から55年１月28日まで 

昭和51年３月ころから55年５月ころまでの間、Ａ株式会社（現在は、

Ｂ株式会社）Ｃ支店に期間社員として勤務していた。 

勤務は、半年ぐらい通って一時休み、しばらくしてからまた通うとい

う勤務形態で30か月間ぐらい勤務したと思うが、国（厚生労働省）の厚

生年金保険被保険者の記録では、厚生年金保険被保険者期間として15か

月間しか記録されていないので、申立期間についても厚生年金保険被保

険者期間と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人は、Ａ株式会社Ｃ支店に採用され、同支

店Ｄ営業所に断続的に勤務していたと主張している。 

しかしながら、Ｂ株式会社では、当該営業所は既に廃止しており、同

営業所に係る人事関係資料や出勤簿等の記録を保存していないことから、

申立人の勤務実態を確認することができないとしている。 

また、申立人と同様に期間社員として、当該営業所に勤務した複数の

同僚は、単独で繁忙期におけるＥ業務に従事していたことから、当該期

間における申立人の勤務実態について記憶しておらず、勤務実態を確認

することができない。 

さらに、Ｆ組合では、当該事業所から社会保険事務所（当時）に提出

する複写式で作成した被保険者資格取得届又は喪失届に基づき、Ａ株式

会社Ｃ支店を示す「Ｇ」と表示した被保険者適用台帳に、被保険者の資

格取得日又は資格喪失日を記録しているところ、当該台帳における申立



  

人の被保険者資格取得日は昭和53年９月１日と記録されており、同日以

前に申立人に対し、健康保険証が交付された記録は見当たらない上、Ａ

株式会社Ｃ支店に係る厚生年金保険被保険者名簿における申立人の被保

険者資格取得日の記録と合致している。 

加えて、申立人の当該事業所に係る雇用保険の被保険者記録によると、

申立人の被保険者資格取得日は昭和53年９月１日と記録されており、申

立期間①における雇用保険の被保険者記録は見当たらない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、昭和54年８月27日にＡ株式会社Ｃ支

店における被保険者資格を喪失後、再び当該事業所における被保険者資

格を取得するまでの間において、断続的に同事業所で勤務したと主張し

ている。 

しかしながら、Ｆ組合の被保険者適用台帳によると、申立人は、昭和

55年１月28日付けで被保険者資格を再度取得し、健康保険証を交付され

ているが、申立期間②において、健康保険証が交付された記録は無い。 

また、申立人は当該事業所に複数回勤務していたとしているが、昭和

55年１月28日付けで当該事業所のＤ営業所に勤務した際、同営業所の副

所長から「前に働いた時に、労災事故を起こした者は使わないことにな

っているのだが、採用されてしまったから辞めてもらうわけにもいかな

いので使うけど、よく注意してくれよ。」と言われ気まずい思いをした

ので、その時の契約が切れた後は、当該事業所では働かなかった旨の供

述をしており、前述した同僚の一人が、「申立人は、勤務中に怪我をし

て包帯をしていたことがある。」と供述しているが、労働基準監督署に

給付記録が保存されていないことから、受傷時期を特定することができ

ない。 

さらに、申立人は、申立期間②に係る昭和54年９月25日付けで、いず

れかの事業所に就職したことが、雇用保険に係る給付の記録から認めら

れるが、Ｆ組合の被保険者適用台帳における記録と厚生年金保険被保険

者名簿及び雇用保険におけるＡ株式会社Ｃ支店の資格取得日がいずれも

55年１月28日と一致していることを踏まえると、申立人が54年９月25日

において、同事業所に就職した事情はうかがえない。 

 

３ Ｂ株式会社では、Ａ株式会社Ｃ支店に係る給与台帳等を保存していな

いため、申立人の給与から、厚生年金保険料を控除したか否か不明とし

ており、申立人も、断続的に勤務していたとしている期間において給与

から事業主によって厚生年金保険料を控除されていたか否か明確な記憶

も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、



  

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3853 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年 11 月９日から 48 年４月 26 日まで 

    ねんきん定期便によると、Ａ株式会社に勤務していた申立期間の標準

報酬月額が、記憶にある当時の基本給額７万 8,000 円と相違しているの

で、給与明細書等の資料は無いが、調査して記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間当時、Ａ株式会社において申立人と同じ事務員であったとされ

る複数の同僚の標準報酬月額は、オンライン記録では、申立人と同額又は

ほぼ同額であることが確認できるところ、当時の同僚９人が、「当時、支

給されていた給料額について、はっきり覚えてはいないが、自分の記録に

ついて間違いがあるとは思っていない。」旨を供述している上、当時の社

会保険事務担当者も「申立期間当時、標準報酬月額を低く届け出るなどの

不正は行っていなかった。」と供述している。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を確認して

も、申立人の標準報酬月額の記載内容に不備は無く、オンライン記録とも

一致しており、さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡もうかが

われない。 

   さらに、当該事業所は昭和 58 年８月 31 日に厚生年金保険の適用事業所

でなくなっており、申立期間当時の賃金台帳等は確認できず、このほか、

申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間についてその主張する標

準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3854 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨  

申 立 期 間 ： 昭和 54 年 11 月１日から 56 年 11 月２日まで 

昭和 54 年 11 月１日に、それまで勤務していた株式会社Ａから、同じ

社長が経営する株式会社Ｂに移籍したが、その時喪失した厚生年金保険

被保険者資格を同社で再取得したのは２年後の 56 年 11 月２日であるこ

とが分かった。保険料控除についての記憶は無いが、継続して勤務して

いたことは確かなので、この期間の年金記録を回復してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、それまで勤務していた株式会社Ａの事業主が株式会社Ｂを設

立した際に、３人の同僚と共に同社へ移籍して業務に当たったとしており、

そのうちの一人の同僚の供述により、申立人が申立期間について、継続し

て同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかしながら、オンラインの記録によると、株式会社Ｂは、昭和 56 年

11 月２日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は適

用事業所ではない上、前述の３人の同僚も、申立人と同じく 54 年 11 月１

日に株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格を喪失し、うち二人の

同僚と申立人が、株式会社Ｂが適用事業所となった 56 年 11 月２日に、同

社で被保険者資格を再取得していることが確認できる。 

また、申立人の申立期間に係る雇用保険の被保険者記録は確認できず、

申立人は、給与明細書など保険料控除を確認できる資料を保管していない

上、株式会社Ｂは昭和 59 年 12 月に解散しており、当時の事業主が同社の

社会保険事務を一任していたとする株式会社Ａの元事務員からも、当時の

事情照会に係る回答を得られなかった。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確



  

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3950 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住        所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年６月から 40 年２月まで 

            ② 昭和 46 年 10 月から 47 年１月まで 

    昭和 39 年６月から平成 19 年９月 30 日まで、Ａ社で職員として勤務

した。この間、途中病気療養のためいったん職を辞めた昭和 49 年２月

から 50 年６月までの期間を除いて、継続して勤務したが、39 年６月か

ら 40 年２月までの期間及び 46 年 10 月から 47 年１月までの期間の厚生

年金保険被保険者記録が無い。これらの期間はＡ社Ｂ会に勤務し、厚生

年金保険料は給与から控除されていたので、その間を厚生年金保険被保

険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、複数の同僚の供述により、申立人は、昭和

39 年６月からＡ社Ｂ会に勤務していたことがうかがわれる。 

しかしながら、申立人の同会に係る雇用保険の資格取得日は、昭和

40 年３月１日であることが確認できるところ、同時期に在籍していた

同僚は「私は、同会に雇用された当初は、期間は覚えていないが、試用

期間はあったと思う。」と供述している。 

また、Ａ社Ｂ会は、昭和 39 年７月に所在地を変更しているが、変更

前後における同会に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立

期間①に申立人の氏名は見当たらず、健康保険証の番号に欠番も無い。 

なお、厚生年金被保険者台帳記号番号払出簿によると、申立人の資格

取得年月日は、昭和 40 年３月１日であり、所在地変更後のＡ社Ｂ会に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載された資格取得日と一致

する。 



  

さらに、申立人が申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   

２ 申立期間②について、適用事業所名簿及びＡ社Ｂ会Ｃ氏に係る健康保

険厚生年金保険被保険者名簿によると、同会は昭和 46 年 10 月 30 日に

厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、同年 11 月 27 日に全員

喪失の届出に併せ、申立人を含め４人の職員全員の健康保険証を社会保

険事務所（当時）に返納していることが確認できる。 

また、申立人を含め上記４人の職員全員は、昭和 46 年 10 月 30 日に

資格喪失した後、47 年２月１日にＡ社Ｄ氏において、新規に資格を取

得したことが確認できるが、当該健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

おいて、申立期間②に申立人を含め４人の氏名は見当たらず、健康保険

証の番号に欠番は無い。 

さらに、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   

３ このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 

４ これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

    



  

埼玉厚生年金 事案 3951（事案 152 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31 年４月から 32 年８月まで 

前回申し立てたＡ株式会社に係る厚生年金保険の記録については確認

ができないとのことであったが、どうしても納得できない。 

認められる基準も変わってきており、再度申し立てた方が良いと言わ

れたので、同僚調査の範囲を拡大する等調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、申立人の申立期間に係る厚生年金保

険料の控除について確認できる関連資料及び供述を得ることができず、事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできないとして、

既に当委員会の決定に基づく平成 20 年７月 18 日付け年金記録の訂正は必

要でないとする通知が行われている。 

今回、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿から、申立

期間当時に同社に勤務していた従業員のうち新たに７人に申立人に係る勤

務実態や厚生年金保険料の控除等について照会したところ、期間の特定は

できないものの申立人が同社に勤務していたとの供述は得られたが、申立

人の申立期間における保険料控除に関する供述は得られなかった。 

また、当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び厚生年

金保険被保険者台帳において、申立期間に申立人の被保険者記録は確認で

きない。 

さらに、申立人の厚生年金保険料控除がうかがえるような新たな資料や

供述は得られなかった。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできな

い。 



  

埼玉厚生年金 事案 3961 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37 年１月 18 日から 38 年８月１日まで 

             ② 昭和 39 年１月 10 日から 40 年５月 15 日まで 

    社会保険庁(当時)の記録では、私が勤務したＡ株式会社と有限会社Ｂ

(実家)での被保険者期間について昭和 40 年 12 月 14 日に脱退手当金を

受けていることになっているが、私は脱退手当金を請求しておらず、受

給もしていないので記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、脱退手当金を支給し

たことを示す「脱」の表示があるとともに、申立期間の脱退手当金は支給

額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日から約７か月後の昭和 40 年 12 月 14 日に支給決定されているなど、一

連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立期間①の前に脱退手当金が未請求となっている申立期間②に

係る事業所と同一事業所での厚生年金保険被保険者期間があるものの、こ

の未請求の被保険者期間と申立期間である被保険者期間とは、別の厚生年

金保険記号番号で管理されている上、姓が異なっており、申立期間の脱退

手当金が請求された昭和 40 年当時、社会保険事務所（当時）では請求者

からの申出が無い場合、別の記号番号で管理されている被保険者期間を把

握することは困難であったものと考えられることから、支給されていない

期間が存在することに事務処理上の不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3964 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 29 年１月１日から同年７月１日まで 

私はＡ株式会社に昭和 24 年 11 月１日から 36 年９月６日まで継続し

て勤務しており、中途退職したことは無いので、申立期間に厚生年金保

険被保険者としての記録が無いのはおかしい。当該期間を厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚から提出のあった昭和 29 年１月５日の日付の記載がある写真及

び元同僚 14 人の供述により、申立人は、申立期間にＡ株式会社に勤務し

ていたことはうかがえる。 

しかしながら、申立人及び照会に対して回答のあった元同僚 14 人は、

従業員全員が本社内の寮で一緒に生活していたと供述しており、当該元同

僚 14 人のうち一人は、申立人が時期は不明であるが寮に半年くらい不在

の時期があったと思うと供述している。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申

立人は、昭和 24 年 11 月１日に健康保険厚生年金保険被保険者資格を取得

し、29 年１月１日に資格を喪失しているのが確認できる上、当該名簿の

備考欄に「喪」の印が記入されているのが確認でき、さらに、申立人は、

29 年７月１日にＡ株式会社における健康保険厚生年金保険被保険者資格

を別の番号で再取得していることが確認できる。 

加えて、申立人が申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無い。 



  

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



  

埼玉厚生年金 事案 3967 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張

する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日  ： 昭和 25 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 47 年３月 24 日から 49 年３月７日まで 

             ② 昭和 49 年４月５日から同年７月 21 日まで 

ねんきん定期便で、申立期間①及び②の標準報酬月額を知ったが、こ

んなに少なかったことに納得できない。調査の上、本来の標準報酬月額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、申立期間①についてのオンライン記録による標準報酬月額

の記録は、減額された記録となっていると主張している。 

しかしながら、Ａ院は、「申立人の標準報酬月額の記録は、社会保険

台帳から昭和 48 年 10 月の７万 6,000 円の確認はできたものの、それ以

外の記録等が残っていないため不明。」と回答しており、この標準報酬

月額は、Ａ院に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿による申立人の

同年 10 月の標準報酬月額７万 6,000 円と同額であることが確認できる

上、申立期間①に係る同名簿における申立人の標準報酬月額等の記載に

不備は無く、オンライン記録とも一致しており、さかのぼって標準報酬

月額の訂正が行われた形跡もみられない。 

また、同時期にＡ院に入社し、厚生年金保険の資格取得日が申立人と

同日で、同学年の９人の被保険者の資格取得日の標準報酬月額は、Ａ院

に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、すべて同額の５万

2,000 円であった。 

さらに、申立人は、同僚照会はしないでほしいと申出しているため、

申立人の元同僚からは申立人の厚生年金保険の標準報酬月額等について



  

供述が得られない。 

加えて、申立人が申立期間①において、事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間①についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

２ 申立人は、申立期間②についてのオンライン記録の標準報酬月額の記

録は、減額された記録となっていると主張している。 

しかしながら、Ｂ院は、「社会保険庁（当時）の記録どおりの届出を

行った。」と回答しており、また、当該事業所から送付された申立人の

履歴によると、昭和 49 年４月５日に入社し、資格取得時の給与は６万

8,600 円であることが確認でき、これによる標準報酬月額は６万 8,000

円である。 

また、この標準報酬月額６万 8,000 円は、Ｂ院に係る健康保険厚生年

金保険被保険者名簿による申立人の昭和 49 年４月５日の資格取得時の

標準報酬月額６万 8,000 円と同額であることが確認できる上、申立期間

②に係る申立人の標準報酬月額等の記載に不備は無く、オンライン記録

とも一致しており、さかのぼって標準報酬月額の訂正が行われた形跡も

みられない。 

さらに、申立人は、同僚照会はしないでほしいと申出しているため、

申立人の元同僚からは申立人の厚生年金保険の標準報酬月額等について

の供述が得られない。 

加えて、申立人が申立期間②において、事業主により給与から厚生年

金保険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除につい

て確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、申立期間②についてその主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 



  

埼玉厚生年金 事案 3968 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ： 

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住    所 ： 

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 昭和 60 年１月 28 日から同年５月５日まで 

             ② 昭和 60 年５月８日から同年８月 31 日まで 

    昭和 60 年１月 28 日から同年５月４日までは、Ａ校でＢ員として勤務

し、同年５月８日から 61 年３月 31 日までは、Ｃ校でＤ員として勤務し

た。給与から厚生年金保険料を控除されていたが、申立期間の厚生年金

保険の被保険者記録が無いので、調査の上、被保険者期間として認めて

ほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人から提出された人事異動通知書及びＥ県Ｆ事

務所から提出された人事記録により、申立人が申立期間①においてはＡ校

でＢ員として、また、申立期間②においてはＣ校でＤ員として勤務してい

たことが認められる。 

   しかしながら、Ｅ県Ｆ事務所では、「Ｅ県では学校等の臨時的任用職員

は、昭和 61 年４月１日から社会保険に加入しています。61 年３月 31 日

以前は社会保険に加入していません。このため、申立人の申立期間の厚生

年金保険料は給与から控除していません。」と回答している。 

   また、Ｅ県Ｆ事務所に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票では、昭

和 61 年３月 31 日以前に厚生年金保険の被保険者資格を取得している臨時

的任用職員はおらず、同事務所に勤務するほかの元同僚については同年４

月１日から被保険者資格を取得していることが確認できる。 

   さらに、申立人は、申立期間当時の同僚の氏名を記憶していないことか

ら、これらの者から申立人の厚生年金保険料の控除について供述を得るこ

とができない。 



  

加えて、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


